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教育委員会の権限に属する事務の点検・評価について 
 

１ 点検・評価の趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」という。）

の規定により、教育委員会は毎年、教育委員会の権限に属する事務の管理及

び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表することが義務付けられています。 

この点検・評価報告書は、効果的な教育行政の一層の推進を図るとともに、

市民への説明責任を果たし、市民から信頼される教育行政を目指すため、令

和４年度の教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点

検及び評価を行った結果を報告するものです。 

＜参考＞地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）抜粋 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（中略）の管理及び執行の

状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを

議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経

験を有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

２ 点検・評価の方法 

⑴  点検及び評価は、毎年、前年度の教育委員会が執行した事務事業のうち、

地教行法第21条各号に掲げる事務及び教育施策上の重要課題について行っ

たもので、教育施策上の重要課題については「胎内市教育振興基本計画」

の23項目にわたる柱ごとに点検を行いました。 

⑵  手順 

教育委員会事務局における点検・評価の実施 

↓ 

評価委員会において点検・評価の実施 

↓ 

教育委員会において点検・評価報告書の決定 

↓ 

点検・評価結果を議会へ提出及びホームページで公表 
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教育に関する事務の管理及び執行の状況 

 

Ⅰ 教育委員会の会議及び委員の主な活動 

 

教育委員会は、市の教育行政の発展と教育の振興を図るため、定例会や臨時

会を開催するとともに、教育振興に資するための各種会合等に参加、研修に努

めた。 

教育委員会委員名簿 

区  分 氏  名 任  期 

教 育 長 中 澤   毅 令和３年９月８日～令和６年９月７日 

委   員 

(教育長職務代理者) 
佐 藤 康 広 令和２年11月５日～令和６年11月４日 

委   員 加 藤 直 子 令和元年11月５日～令和５年11月４日 

委   員 

西 濟 睦 美※１ 平成30年11月５日～令和４年11月４日 

桐 生 和 文※２ 令和４年11月５日～令和８年11月４日 

委   員 森 田 寿美子 令和３年11月５日～令和７年11月４日 

※１ 西濟委員 令和４年11月４日任期満了 

※２ 桐生委員 令和４年11月５日就任 

 

１ 教育委員会（定例会・臨時会） 

令和４年度に教育委員会定例会を12回、臨時会を１回開催し、24件の議案

について審議し、39件の報告事項について協議した。 

審議内容については、教育委員会会議録として市ホームページに掲載した。 

 

２ 教育長が出席した会議及び研修会 

各種教育長協議会での共通課題について協議・情報交換し、教育行政向上

のため、次のとおり研修会等に参加した。 

⑴ 全県教育長会議 

開催日：令和４年４月13日（水） 会場：新潟市 

⑵ 三市北蒲原郡教育委員会連合協議会第１回教育長部会 

開催日：令和４年４月21日（木） 書面協議 

⑶ 新潟県都市教育長協議会春季定期総会 

開催日：令和４年５月23日（月） Ｗｅｂ会議 

⑷ 関東地区都市教育長協議会総会 
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開催日：令和４年５月 書面協議 

⑸ 関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会 

開催日：令和４年６月 書面協議 

⑹ 新潟県市町村教育委員会連合会理事会・定期総会 

開催日：令和４年９月 書面協議 

⑺ 新潟県都市教育長協議会秋季定期総会 

開催日：令和４年10月21日（金） 会場：魚沼市 

⑻ 下越教育事務所管内教育長会議 

開催日：令和４年11月14日（月） 会場：新発田市 

 

３ 教育委員が出席した会議及び研修会 

教育行政の向上のため、次のとおり各種研修等に参加した。 

⑴ 三市北蒲原郡教育委員会連合協議会定期総会 

開催日：令和４年５月20日（金） 書面協議 

⑵ 関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会 

開催日：令和４年６月 書面協議 

⑶ 新潟県市町村教育委員会連合会定期総会 

開催日：令和４年９月 書面協議 

⑷ 三市北蒲原郡教育委員会連合協議会研修会 

 開催日：令和４年11月７日（月） 会場：新発田市 

⑸ 新春教育懇談会 

開催日：令和５年１月27日（金） 会場：産業文化会館 

 

４ 教育委員の学校訪問 

児童・生徒の姿や学校の状況を知ることができる学校訪問を実施し、普段

の学習状況を参観するとともに、学校長と情報交換を行った。令和４年度も

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、学校給食の喫食は取りやめ

た。 

令和４年11月24日（木） 

黒川小学校、胎内小学校、築地小学校、黒川中学校 

令和４年12月１日（木） 

きのと小学校、乙中学校、中条小学校、中条中学校、築地中学校 

５ 教育委員が出席した式典等 

教育委員の役割として、各種式典に出席し行事の一翼を担った。 

⑴ 入学式・卒業式 

ア 中学校入学式（４校）      令和４年４月６日（水） 

イ 小学校入学式（５校）      令和４年４月７日（木） 

ウ 中学校卒業式（４校）      令和５年３月６日（月） 

エ 小学校卒業式（５校）      令和５年３月24日（金） 
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⑵ 辞令交付式 

ア 教育委員会事務職員辞令交付式  令和４年４月１日（金） 

イ 小・中学校教職員辞令交付式   令和４年４月１日（金） 

⑶ 教職員感謝の集い 

集合形式を取りやめ、退職・転出する教職員の功績、御労苦への感謝と

今後の発展を祈念し、教育長よりメッセージが贈られた。 

⑷ 教育委員会表彰式 

令和５年２月27日（月）産業文化会館において、市の教育、学術、文化

及びスポーツに関し、著しい功績のあった者を表彰した。 

「スポーツの部」 個人27人、団体４団体 

「芸術文化の部」 個人６人 

「その他の部」  団体１団体 

※ 表彰者については、令和５年４月１日号「市報たいない」に掲載した。 

⑸ その他 

わたしの主張大会、はたちのつどい、いじめ見逃しゼロスクール集会、

平和のつどい、ジュニア音楽祭、学校諸行事の運動会・体育祭・文化祭・

各種イベントには、各学校等が講じた新型コロナウイルス感染症拡大防止

対策を受けて参加した。 

 

６ 教育委員が委嘱等を受けている各種団体及び役職 

⑴ 胎内市社会福祉協議会 理事 

⑵ 胎内市いじめ問題対策連絡協議会 委員 

⑶ 新潟県薬物乱用防止指導員 

⑷ 胎内市子ども・子育て会議 委員 

⑸ 胎内型ツーリズム推進協議会301人会※ 会員 

⑹ 胎内市環境審議会 委員 

⑺ 胎内市総合計画等審議会 委員 

※ 名称の由来は、多くの市民の参画により推進したいことから、会員の目標数

を市人口約33,000人（H19年度設立当時の人口）のおおむね100人に1人「300

人」とし、また、「１」には、新たにスタートするという意味の「１」と、

地域資源を最大限に活かした交流により、「オンリーワン」の地域づくりを

目指すという意味を込めて名付けられたもの。
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Ⅱ 教育委員会の事務の管理及び執行の状況 

教育委員会は、市が処理する教育に関する事務で、地教行法第21条各号に掲

げられている事項について、管理及び執行することとされている。 

令和４年度の教育委員会の活動について、地教行法第21条の各号に掲げられ

た事項に基づいて整理し点検した。 
 

＜参考＞地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）抜粋 

（教育委員会の職務権限） 

第21条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げ

るものを管理し、及び執行する。 

⑴  教育委員会の所管に属する第30条に規定する学校その他の教育機関（以下

「学校その他の教育機関」という。）の設置、管理及び廃止に関すること。 

⑵  教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産（以下

「教育財産」という。）の管理に関すること。 

⑶  教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任

免その他の人事に関すること。 

⑷  学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退

学に関すること。 

⑸  教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導

及び職業指導に関すること。 

⑹  教科書その他の教材の取扱いに関すること。 

⑺  校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。 

⑻  校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。 

⑼  校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、

厚生及び福利に関すること。 

⑽  教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。 

⑾  学校給食に関すること。 

⑿  青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。 

⒀  スポーツに関すること。 

⒁  文化財の保護に関すること。 

⒂  ユネスコ活動に関すること。 

⒃  教育に関する法人に関すること。 

⒄  教育に係る調査及び指定統計その他の統計に関すること。 

⒅  所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること。 

⒆  前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に関す

る事務に関すること。
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第１ 学校その他の教育機関の設置、管理及び廃止に関すること 

 

 教育委員会が所管する学校、教育機関等は、次のとおりである。 

 

１ 小学校５校 ：中条小学校、胎内小学校、きのと小学校、 

築地小学校、黒川小学校 

 

２ 中学校４校 ：中条中学校、乙中学校、築地中学校、黒川中学校 

 

３ 適応指導教室（さわやかルーム） 

 

４ 教育相談センター 

 

５ 教育関連施設43施設 

⑴ 社会教育施設10施設 

中央公民館、黒川地区公民館、築地農村環境改善センター、乙地区交流

施設（きのと交流館）、胎内市図書館、陶芸研修所、産業文化会館、胎内

昆虫の家、胎内自然天文館、クレーストーン博士の館（胎内陶芸体験館含

む） 

⑵ 文化財施設11施設 

胎内市美術館、黒川郷土文化伝習館（粉食文化体験館含む）、シンクル

トン記念館、奥山荘歴史の広場（奥山荘歴史館）、坊城館史跡公園、韋駄

天山遺跡史跡公園、桃崎浜文化財収蔵庫、竹島埋蔵文化財保管庫、村松浜

埋蔵文化財保管庫、柴橋考古・民俗資料展示室、遺跡資料室 

⑶ 社会体育施設22施設 

総合体育館（ぷれすぽ胎内）、総合グラウンド陸上競技場、総合グラウ

ンド野球場、総合グラウンド体育館、Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館、Ｂ＆Ｇ

海洋センタープール、Ｂ＆Ｇ海洋センター艇庫、サンビレッジ中条、乙地域

スポーツ施設、村松浜地域スポーツ施設、築地地域スポーツ施設、竹島地

域スポーツ施設、高浜地域スポーツ施設、柴橋地域スポーツ施設、本条地

域スポーツ施設、黒川多目的広場、胎内球場、胎内レクホール、胎内多目的

グラウンド、胎内キャンプ場、国際交流公園テニスコート、鴻の巣公園テ

ニスコート 

 

６ 胎内市学校給食センター 
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第２ 教育財産の管理に関すること 

 

小学校５校、中学校４校、所管教育関連施設43施設、給食センター１施設の

財産の管理を行った。 

 

１ 教育財産の維持管理 

建物の老朽箇所及び破損箇所の修繕工事等を行ったほか、電気工作物、消

防設備、浄化槽、エレベーター、プール等について、法令に基づく適正な保

守点検等を実施し、財産の維持保全を行った。 

 

２ 令和４年度中に移動があった教育財産 

⑴  用地財産の取得 

取得なし 

⑵  建物財産の取得 

取得なし 

⑶  財産の用途廃止 

用途廃止なし 

⑷  財産の売払い 

売払いなし 
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第３ 職員の任免その他の人事に関すること 

 

教育委員会は、新潟県教育委員会が示す異動方針（学校に新しい風を入れ、

創意あふれた活力のある学校運営を行うことができるよう全県的な視野に立ち

広域的な観点から人事異動を行う。また、同一学校、同一地域の長年勤続教職

員の解消を図る。）に基づき教職員人事異動の内申事務を実施した。 

 

１ 転入者数、転出者数 

⑴ 令和４年３月31日付けで転出（上） 

令和４年４月１日付けで転入（下）         (単位：人) 

小学校 中 条 胎 内 きのと 築 地 黒 川 計 

R4.3.31転出者数 10 11  7  5  5 38 

R4.4. 1転入者数 8 12  6  6  3 35 

中学校 中 条 乙 築 地 黒 川 計  

R4.3.31転出者数  8  3  5  5 21 

R4.4. 1転入者数  7  3  5  4 19 

⑵ 令和５年３月31日付けで転出（上）            

令和５年４月１日付けで転入（下）         (単位：人) 

小学校 中 条 胎 内 きのと 築 地 黒 川 計 

R5.3.31転出者数 8 9 4 5 5 31 

R5.4. 1転入者数 13 9 4 2 6 34 

中学校 中 条 乙 築 地 黒 川 計  

R5.3.31転出者数 6 3 6 3 18  

R5.4. 1転入者数 6 3 6 3 18  

 

２ 教職員の数 

「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭

和33年法律第116号）」に基づく教職員の確保を基本に、特色ある教育の推

進など教育の充実に配慮しながら教職員の確保に努めた。 

(単位：校、人) 

学種 校数 校長 教頭 一般配 
当教諭 

研修等定数 
及び加配教員 

栄養 
教諭 

養護 
教諭 

事務 
職員 

計 

小学校 5 5 5 68 8 1 5 5 97 

中学校 4 4 4 46 4 1 4 4 67 

計 9 9 9 114 12 2 9 9 164 
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３ 教育委員会事務局職員の数 

 

区 分 課長 
管理指 
導主事 

指導 
主事 

参事 係長 主査 
主任 

（行一） 
主事 技師 

管理 
栄養士 

主任 
（行二） 

技能員 計 

学校教育課 1 1 1 1 2  10 1 1  9 1 28 

生涯学習課 1   1 2 4 10 5     23 

計 2 1 1 2 4 4 20 6 1  9 1 51 

 

４ 職員の処分 

令和４年度は職員の懲戒処分はなかった。今後も、非違行為の根絶を教育

委員会の最重要課題として位置付け、校長会と連携を図りながら取組を進め

る。 

 

５ 教職員評価の実施 

教職員評価は、小・中学校に勤務する校長、教頭、教諭、養護教諭、栄養

教諭、事務職員を対象に実施した。 

校長については、評価シートを教育委員会に提出させるとともに、教育長、

管理指導主事が面談を行い、目標の設定、進捗及び達成の状況について確認

した。 

また、教頭については校長が、教諭、養護教諭、栄養教諭、事務職員につ

いては、校長または、校長と教頭が面談を行い、目標の設定、進捗及び達成

の状況について確認と指導を定期的に行った。 

目標設定は、「令和４年度胎内市の学校教育」の重点施策に基づくととも

に、各学校の実態や校長が示したグランドデザインに即して行った。 

 

６ 障がい者雇用の取組 

「障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）」に基づ

き、障がい者の採用に努めているところであり、平成23年度から市及び教育

委員会は、同法第42条第１項の規定に基づく地方公共団体の機関の特例によ

る認定地方機関として、両機関が一体となって取り組んでいる。 

 

 R4.6.1現在 R3.6.1現在 法定雇用率 

市及び教育委員会の 

障がい者の実雇用率 
2.61％  2.27％  2.6％  

参
考 

教育委員会単独での 

障がい者の実雇用率 
1.27％  1.45％   

(単位：人) 
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第４ 就学、入学、転学及び退学に関すること 

 

小・中学校に就学する児童・生徒の就学事務の適正を図るため、関係部局と

の連絡を密にし、遺漏のないよう事務処理を行った。 

１ 就学（令和４年５月１日現在） 

⑴ 小学校就学状況は、以下のとおりである。 

学校名 種別 
学年 

人数 
学級 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 合計 

中 条 

小学校 

通常 
人数 67 52 65 69 61 64 378 

人数 411 学級 3 2 2 2 2 2 13 

特支(知) 
人数 1 1 2 7 4  15 

学級 2 2 

学級 18 
特支(情) 

人数 4 4 1 4 2 3 18 

学級 3 3 

胎 内 

小学校 

通常 
人数 49 45 59 48 52 49 302 

人数 326 学級 2 2 2 2 2 2 12 

特支(知) 
人数  1 3 3 1  8 

学級 1 1 

学級 15 
特支(情) 

人数 2 3 4 4 2 1 16 

学級 2 2 

きのと 

小学校 

通常 
人数 17 18 25 26 29 29 144 

人数 163 学級 1 1 1 1 1 1 6 

特支(知) 
人数  1 3 1 1 1 7 

学級 1 1 

学級 9 
特支(情) 

人数 2 4 1 4 1  12 

学級 2 2 

築 地 

小学校 

通常 
人数 26 32 28 22 30 27 165 

人数 186 
学級 1 2 1 1 1 1 7 

特支(知) 
人数    2 1 1 4 

学級 1 1 

特支(肢) 
人数     2  2 

学級 11 
学級 1 1 

特支(情) 
人数 7 3 1 2 1 1 15 

学級 2 2 

黒 川 

小学校 

通常 
人数 24 21 28 45 25 27 170 

人数 191 学級 1 1 1 2 1 1 7 

特支(知) 
人数 1 3 3 2  5 14 

学級 2 2 

学級 10 
特支(情) 

人数 2 3    2 7 

学級 1 1 

計 

通常 
人数 183 168 205 210 197 196 1,159 

人数 1,277 
学級 8 8 7 8 7 7 45 

特支(知) 
人数 2 6 11 15 7 7 48 

学級 7 7 

特支(肢) 
人数     2  2 

学級 63 
学級 1 1 

特支(情) 
人数 17 17 7 14 6 7 68 

学級 10 10 

※ 特別支援学級の種別は、知（知的障がい）、肢（肢体不自由）、情（自閉症・情緒障がい） 
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⑵  中学校就学状況は、以下のとおりである。 

学校名 種別 
学年 

人数 
学級 

１年 ２年 ３年 計 合計 

中 条 

中学校 

通常 
人数 114 114 110 338 

人数 356 学級 4 4 4 12 

特支(知) 
人数 3 2 1 6 

学級 1 1 

学級 15 
特支(情) 

人数 2 6 4 12 

学級 2 2 

乙 

中学校 

通常 
人数 25 26 26 77 

人数 79 
学級 1 1 1 3 

特支(知) 
人数   2 2 

学級 4 
学級 1 1 

築 地 

中学校 

通常 
人数 28 23 26 77 

人数 82 学級 1 1 1 3 

特支(知) 
人数 2 1  3 

学級 1 1 

学級 5 
特支(情) 

人数  1 1 2 

学級 1 1 

黒 川 

中学校 

通常 
人数 33 17 41 91 

人数 99 学級 1 1 2 4 

特支(知) 
人数  3 2 5 

学級 1 1 

学級 6 
特支(情) 

人数 2  1 3 

学級 1 1 

計 

通常 
人数 200 180 203 583 

人数 616 学級 7 7 8 22 

特支(知) 
人数 5 6 5 16 

学級 4 4 

学級 30 
特支(情) 

人数 4 7 6 17 

学級 4 4 

※ 特別支援学級の種別は、知（知的障がい）、情（自閉症・情緒障がい） 

⑶  小・中学校の児童・生徒数の推移は、以下のとおりである。 

年度 小学校 中学校 

平成25年度 1,477人 834人 

平成26年度 1,433人 822人 

平成27年度 1,411人 775人 

平成28年度 1,393人 721人 

平成29年度 1,346人 684人 

平成30年度 1,312人 682人 

令和元年度 1,333人 655人 

令和２年度 1,329人 641人 

令和３年度 1,300人 607人 

令和４年度 1,277人 616人 
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２ 転入学 

⑴ 転入                     （単位：人） 

学年 
学校名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

中条小学校    2      2  

胎内小学校       0  

きのと小学校 1       1  

築地小学校       0  

黒川小学校       0  

計 1  2  0  0  0  0  3  

中条中学校 1  1    

 

2  

乙中学校     0  

築地中学校    0  

黒川中学校     0  

計 1  1  0  2  

 

⑵  転出                     （単位：人） 

   学年 
学校名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

中条小学校       1  1   2  

胎内小学校  1  1      2  

きのと小学校       0  

築地小学校         0  

黒川小学校   1  1    2  

計 0  1  2  2  1  0  6  

中条中学校   1  

 

1  

乙中学校    0  

築地中学校    0  

黒川中学校    0  

計 0  0  1  1  
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３ 学区外就学・区域外就学許可児童・生徒数 

⑴  学区外の状況は、以下のとおりである。 

（単位：人） 

小学校 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

中条小学校 2  1   2    1   6  

胎内小学校 5  9  6  5  10  2  37  

きのと小学校 1    1  1  2  1  6  

築地小学校  2  1   3    6  

黒川小学校   1   3    4  

計 8  12  11  12  13  3  59  

中学校 １年 ２年 ３年 計 

※小学校前年度57人 

 

※中学校前年度34人 

中条中学校 4  8  8  20  

乙中学校 1  4  2  7  

築地中学校 2  1   1  4  

黒川中学校   1  2  3  

計 7  14  13  34  

 

⑵  区域外の状況は、以下のとおりである。 

（単位：人） 

小学校 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 計 

中条小学校       0  

胎内小学校      1    1  

きのと小学校   1      1  

築地小学校       0  

黒川小学校      1   1  

計 0  1  0  1  1  0  3  

中学校 １年 ２年 ３年 計 

※小学校前年度 7人 

 

※中学校前年度 8人 

中条中学校 1  2  1  4  

乙中学校    1   1  

築地中学校    0  

黒川中学校    0  

計 1  3  1  5  
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第５ 学校の組織編制、教育課程等に関すること 

 

新潟県教育委員会の定める基準と少人数学習等教育推進事業により、市の学

校の児童・生徒の実態を考慮して学級編制をした。 

 

１ 学校の組織編制 

≪少人数学習等教育推進事業≫ 

少人数学級を進め、学校生活の満足度を高めるとともに、きめ細かな指

導により基礎・基本の学力定着を図るため、小・中学校において少人数に

よる教育を展開した。 

小学校１・２年生…全ての授業を32人以下の少人数集団で進めた。 

小学校３・４年生…全ての授業を35人以下の少人数集団で進めた。 

小学校５・６年生…全ての授業を35人以下の少人数集団（下限25人）で

進めた。 

中学校１～３年生…全ての授業を35人以下の少人数集団（下限25人）で

進めた。 

併せて、学校・学級の実態に応じて弾力的運用に基づく学級編制を行った。 

２ 教育課程 

学習指導要領における、小・中学校の各学年標準授業時数と令和４年度に

おける各学年の授業時数（各校の平均）は、以下のとおりである。 

（単位：授業時数） 

学年 

年度 

小学校 中学校 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年 

平成30年度 
授業時数 

949 998 1,052 1,078 1,079 1,070 1,095 1,080 1,040 

令和元年度 
授業時数 

893 933 982 1,016 1,016 1,008 1,040 1,046 1,044 

令和２年度 
授業時数 

950 988 988 1,060 1,060 1,089 1,075 1,077 1,030 

令和３年度 
授業時数 

968 1,001 1,001 1,062 1,062 1,091 1,117 1,112 1,039 

令和４年度 
授業時数 

954 990 990 1,046 1,046 1,086 1,101 1,104 1,038 

標準(国) 
授業時数 

850 910 980 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 
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３ 人権教育、同和教育 

差別や偏見を見抜き、自他の人権を守るための実践行動ができる児童・生

徒の育成を目指し、教職員の研修や各学校の着実な教育実践を促すことを通

して学校における人権教育、同和教育を推進した。取組内容としては、以下

のとおりである。 

⑴  各小・中学校では、「かかわる同和教育」を中核に据え推進した。同和

教育推進校として、きのと小学校及び乙中学校では授業公開・協議会を実

施した。 

⑵  授業公開校の築地小学校及び黒川中学校では、新潟県同和教育研究協議

会作成の副読本「生きる」シリーズ等を活用した、かかわる同和教育の視

点に立った道徳の授業公開・協議会を実施した。 

⑶  胎内市、胎内市同和教育研究協議会と連携協働し、「人権講演会」を開

催した。 

⑷  各小・中・高の人権教育、同和教育担当者による、各校の取組の推進に

ついての協議や研修を実施した。 

⑸  人権教育強調月間に合わせて、各小・中学校が人権教育活動のパネルを

作成し、市役所ロビーでの展示、各校でのパネル巡回展を実施した。 

⑹ 教職員が人権問題に関する正しい認識と人権感覚を高め、指導力の向上

を図ることを目的に、指導主事による学校訪問研修を実施した。さらに、

各学校の計画による職員研修を実施した。 
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４ 生徒指導 

いじめ見逃しゼロをはじめとした生徒指導上の諸問題の未然防止及び解消

に向けて、生徒指導の推進に取り組んだ。 

⑴ 地域ぐるみでいじめを見逃さないという気運を醸成するため、中学校区

ごとに「いじめ見逃しゼロスクール集会」を開催した。 

・中条中学校区 10月１日(土)  

    中条中学校の全生徒と、中条小学校（６年）、胎内小学校（６年）がリ

モートで参加して、小中の取組発表、新潟県いじめ見逃しゼロキャラバ

ン隊シンガーソングライターＴＳＵＮＥＩさんのお話、いじめ見逃しゼ

ロ行動宣言を行った。 

 

・乙中学校区 10月１日(土) 

乙中学校の全生徒、きのと小学校（５，６年）が参加して、いじめに

発展しそうな気持ち（決めつけ、嫉妬など）や行動について、話し合い

ツール（えんたくん）で話し合った。 

 

・築地中学校区 10月１日(土) 

  築地中学校の全生徒、築地小学校(５，６年生)が参加して、生徒会ス

ライド劇による話し合い（いじめかどうか。防ぐためにはどうしたらよ

かったか）、一人一宣言などを行った。 

 

・黒川中学校区 10月28日(金) 

  黒川中学校の全生徒、黒川小学校（６年）が参加して、「いじり、あお

り、あだな」について、いじめにつながるかをグループ（縦割り）で話し

合い、理由や対処法等を一人一人まとめた。 

 

⑵ 多くの学校で、授業公開や体験活動、講師の招聘等をとおして、家庭や

地域との連携を図りながら、差別やいじめのない思いやりのある人間関係

について、考え、議論する道徳の時間を設定した。 

 

⑶ 市内小・中学校と警察との生徒指導上の連携を図るため、７月と12月に

胎内市学校警察連絡協議会を実施し、市内の生徒指導にかかわる情報交換

や対応について等の協議を行った。 

 

⑷ 法務局、警察、児童相談所等のいじめ問題にかかわる関係機関、団体等

との連携を図るため、７月に胎内市いじめ問題対策連絡協議会を開催した。

市内小・中学校におけるいじめ等の状況や、見逃しゼロの取組についての

情報を共有する等の協議を行った。 
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第６ 教科書その他の教材の取扱いに関すること 

 

市町村立小・中学校で使用される教科用図書の採択の権限は市町村教育委員

会にあるが、新潟県においては「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関

する法律（昭和38年法律第182号）」の規定により、県が12の採択地区を設定

し、地区内の市町村が共同で採択を行っている。 

 

１ 小・中学校の教科用図書の採択 

≪教科用図書採択協議会≫ 

市は第９地区（新発田地区）に属している。令和４年度は採択年度ではな

かったことから協議会は開催されていない。 

 

２ 教科用図書の無償給与に関する事務 

国から無償で給与される義務教育諸学校教科用図書には、当該年度の受領

数及び翌年度の需要数の報告が義務付けられており、前期分・後期分の受領

数（在籍児童・生徒分）、前期転学分・後期転学分の受領数（転入児童・生徒

分）及び令和５年度の需要数（令和５年度児童・生徒分）をそれぞれ県に報告

した。 

⑴ 受領数（令和４年度）                          （単位：冊） 

学校 

種別 
小 学 校 中 学 校 

前期分受領数 10,494   6,779   

後期分受領数 2,756      

前期転学分 11   0   

後期転学分 6   25   

※ 教科により上巻・下巻など複数冊になる場合がある。 

⑵ 需要数（令和５年度）   （単位：冊） 

児童需要数（小学校） 10,017   

生徒需要数（中学校） 5,771   
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第７ 施設及び教具等の整備に関すること 

 

小・中学校については、随時補修及び老朽改修を進めるとともに、教育設備

の更新等を行い、安全で快適な教育施設の確保に努めた。 

また、社会教育施設・社会体育施設については、老朽化による改修整備を行

った。 

 

１ 学校施設及び設備の整備 

小学校施設整備工事             64件  140,509千円 

中学校施設整備工事                62件   179,695千円 

 

⑴  主な整備工事 

胎内小学校・中条中学校特別教室空調設備整備工事   55,049千円 

きのと小学校・乙中学校特別教室空調設備整備工事   54,946千円 

    築地小学校・築地中学校特別教室空調設備整備工事 59,763千円 

  黒川小学校・黒川中学校特別教室空調設備整備工事   58,988千円 

 

⑵  その他の主な施設整備工事 

施設名 整備内容 金 額 

中条小学校 北校舎エアコン移設工事 242千円 

胎内小学校 屋内運動場屋根復旧工事 2,922千円 

きのと小学校 
トイレ洋式化、トイレ床張替工事 8,583千円 

体育館網戸設置工事 1,221千円 

築地小学校 トイレ洋式化工事 3,117千円 

黒川小学校 受水槽更新工事 19,272千円 

中条中学校 

駐輪場整備工事 8,250千円 

トイレ洋式化工事 4,567千円 

生徒玄関前舗装工事 2,145千円 

乙中学校 
トイレ洋式化工事 2,350千円 

会議室エアコン設置工事 1,078千円 

築地中学校 
トイレ洋式化工事 2,252千円 

普通教室エアコン設置工事 770千円 

黒川中学校 
トイレ洋式化工事 2,043千円 

カーテン及びカーテンレール交換工事 979千円 
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⑶  情報処理機器整備 

情報関係の授業の充実を図るため、教育用及び校務用コンピュータ

（ＰＣ）の更新及び保守管理を行った。 

 

ア 小学校のコンピュータ配置台数（R5.3.1現在）      (単位：台) 

区 分 中条 胎内 きのと 築地 黒川 合計 

校務用ＰＣ 31 26 18 21 21 117 

教育用ＰＣ 476 374 207 223 241 1,521 

合 計 507 400 225 244 262 1,638 

イ 中学校のコンピュータ配置台数（R5.3.1現在）  (単位：台) 

区 分 中条 乙 築地 黒川 合計 

校務用ＰＣ 32 17 17 19 85 

教育用ＰＣ 442 142 143 172 899 

合 計 474 159 160 191 984 

ウ 適応指導教室のコンピュータ配置台数（R5.3.1現在） (単位：台) 

区 分 適応指導教室 

校務用ＰＣ 2 

教育用ＰＣ 6 

合 計 8 

エ 教育相談センターのコンピュータ配置台数（R5.3.1現在） (単位：台) 

区 分 教育相談センター 

校務用ＰＣ 1 

 

⑷  教育設備の整備 

教育設備の備品を購入し、学習環境の向上を図った。 

施設名 主な整備内容 金 額 

小学校施設備品購入 

中条小学校 視力検査器 他 

胎内小学校 冷蔵庫 他 

きのと小学校 ワイアレスアンプ 

築地小学校 給食配膳台 他 

黒川小学校 移動式英語四線黒板 他 

2,996千円 

小学校教材備品購入 教材備品 1,812千円 
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中学校施設備品購入 

中条中学校 拡大機 

乙中学校 ワイアレスアンプ 他 

築地中学校 食堂テーブル 他 

黒川中学校 電子血圧計 他 

1,173千円 

中学校教材備品購入 教材備品 1,728千円 

 

２ 社会教育施設及び設備の整備 

 老朽化した設備を改修し、利用者の安全確保、利便性の向上を図った。 

施設名 主な整備内容 金 額 

産業文化会館 
施設改修工事（ホール空調・LED等） 96,400千円 

特定天井関係工事 437,844千円 

築地農村環境改善センター 
玄関入口改修工事 572千円 

事務所エアコン取替工事 139千円 

中央公民館 

暖房機取替工事 288千円 

雨樋修繕工事 99千円 

大集会室電源修繕工事 80千円 

黒川地区公民館 
非常口改修工事 869千円 

図書室内エアコン取替工事 1,297千円 

陶芸研修所 空調設備設置工事 940千円 

図書館 駐車場舗装修繕工事 209千円 

 

３ 社会体育施設の整備等 

利用者の安全を確保し、利便性の向上を図った。 

施設名 主な整備内容 金 額 

総合体育館 総合体育館案内看板改修工事 1,573千円 

胎内球場 

散水バルブ交換工事 

ブルペンシート工事 

壁部分補強工事 

488千円 

総合グラウンド体育館 屋上防水改修工事 1,782千円 

黒川体育館 黒川体育館解体工事 43,153千円 
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第８ 研修に関すること 

 

 児童・生徒や保護者の信頼に応える教職員の資質能力の向上に向け、各研修

会を開催した。 

 

１ 教職員研修 

研修名 開催日 会場 
参加 

人数 

学力向上（授業改善・家庭学習の

習慣化） 

通年各学校 

年２回以上実施 
各学校 全員 

下越教育事務所プロジェクト支援訪

問（市教委要請 授業研修） 

６月15日(水) 

６月27日(月) 

９月21日(水) 

10月20日(木) 

胎内小学校 

きのと小学校 

築地小学校 

黒川中学校 

35人 

20人 

22人 

20人 

人権教育、同和教育 

人権教育、同和教育担当者研修 

指導主事による授業伝達講習 

現地研修 

市人権研修会（胎内市同和教育研

究協議会講演会） 

市同和教育研究協議会専門部会 

 

授業公開・協議会 

 

５月12日(木) 

５月12日(木) 

８月９日(火) 

８月19日(金) 

 

８月25日(木) 

12月23日(金) 

10月24日(月) 

12月２日(金) 

11月１日(火) 

11月16日(水) 

 

黒川庁舎 

黒川庁舎 

きのと交流館 

産業文化会館 

 

きのと交流館 

紙面発表 

黒川中学校 

胎内小学校 

乙中学校 

きのと小学校 

 

12人  

12人  

  20人

180人 

 

12人  

12人  

38人  

44人  

32人  

37人  

特別支援教育 

 スーパーバイザー研修 

 

 

コーディネーター研修 

介助員研修 

特別支援教育研修 

 

６月15日(水) 

８月23日(火) 

10月18日(火) 

 

４月７日(木) 

通年 

 

きのと小学校 

胎内小学校 

築地小学校 

 

各学校 

各学校 

 

96人  

72人  

97人  

（中止） 

40人  

全員 

コミュニティ・スクール 

市ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ推進事業説明会 

県ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ研修会(兼市ｺﾐｭﾆﾃｨ･ 

ｽｸｰﾙ研修会) 

 

４月14日(木) 

10月６日(木) 

 

 

きのと交流館 

ｵﾝﾗｲﾝ開催 

 

 

12人  

20人  

 

ＩＣＴ研修 

転入職員研修 

 

 

ＩＣＴ活用研修 

職員研修 

 

４月４日(月) 

４月６日(水) 

４月７日(木) 

８月３日(水) 

 

 

中条小学校 

きのと小学校 

築地小学校 

中条中学校 

各学校 

 

８人  

15人  

15人  

25人  

－  

市キャリア教育研修会 

「１年生の職ナビゲーション」 
10月13日(木) 中条高等学校 

330人  
 (中学１年生

を含む) 
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研修名 開催日 会場 
参加 

人数 

管理職研修会 

校長 

 教頭 

７月６日(水) 

９月13日(火) 

黒川庁舎 

胎内小学校 

11人  

11人  

新春教育懇談会 １月27日(金) 産業文化会館 74人  

 

２ 社会教育関係職員等研修 

社会教育に携わる職員等は、各種研修会等に積極的に参加するなど見聞を

広め、資質向上に努めた。 

 

研修名 開催日 会 場 
参加 

人数 

社会教育委員等研修会 ６月29日(水) 長岡市 3人  

下越地区社会教育委員・行政担当

者合同研修会 
９月２日(金) 胎内市 5人  

第72回新潟県公民館大会 ７月22日(金) 
新潟市 

(オンライン参加) 
2人  

第22回新潟県社会教育研究大会 11月16日(水) 三条市 
6人  

(うちオンライ
ン参加4人) 

下越地区社会教育研究集会 兼 下越

地区公民館関係役職員等研修会 
10月５日(水) 阿賀野市 6人  

下越地区公民館職員研修会 
６月３日(金) 聖籠町 3人  

11月25日(金) 五泉市 4人  
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第９ 保健、安全、厚生及び福利に関すること 

 

児童・生徒が生涯にわたり健康的な生活活動が送られるよう、家庭、地域、

専門機関等と連携を図った。 

 

１ 保健 

項 目 内 容 

学校医による健康管理 健康診断、健康相談や予防措置等健康管理に関する

指導・助言 

学校歯科医 歯科検診や予防措置等歯科保健に関する指導・助言 

児童・生徒の健康診断 学校保健安全法（昭和33年法律第56号）の規定に基づき

実施 

ＡＥＤ設置 適切に運用できるよう定期的に点検を実施 

 

２ 安全 

⑴  市では、子どもの安全対策を中心とした地域安全ネットワークづくりの

活動として、警察署、学校、地域、家庭ぐるみで「胎内市子どもを見守り

タイ」を組織している。 

令和４年度「胎内市子どもを見守りタイ」の活動は、以下のとおりであ

る。 

ア 不審者情報の迅速・正確な把握と情報の共有化 

イ 学校、ＰＴＡ、防犯ボランティア団体、地域住民、警察署等との連携 

ウ 子どもに対する被害防止教育の推進 

エ 犯罪被害に遭った子どもへの支援（令和４年度は、該当なし） 

⑵  防犯パトロール 

青色回転灯装備車（２台）による防犯パトロールとクマ情報対応パトロ

ールを登校及び下校時間帯に実施した。 

また、協力団体の活動として「こども110番の家」等、地域との連携を

強化し、地域全体で学校安全に取り組んだ。 

⑶  防災教育 

すべての小中学校において、学校安全計画、危機管理マニュアルを策定

し、見直しを行いながら、地震、火災、津波等を想定した年間２回から６

回避難訓練や、新潟県防災教育プログラム等を活用した防災教育を実施し

た。 
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学校名 実施状況 

中条小学校 ３回実施 火災、地震・津波、不審者 

胎内小学校 ３回実施 火災、洪水、不審者 

きのと小学校 ４回実施 火災、地震、不審者、引渡し訓練 

築地小学校 ３回実施 火災、地震・津波、不審者 

黒川小学校 ６回実施 火災、地震、引渡し訓練、防火扉確認等事前訓練 

中条中学校 ２回実施 火災、地震 

乙中学校 ２回実施 火災、地震 

築地中学校 ２回実施 火災、地震・津波 

黒川中学校 ２回実施 火災、洪水・土石流 

⑷  交通安全指導 

小・中学生の交通事故 

月 学 年 内 容 

７月 
小学校 

５年男子 

塾の帰りに自転車に乗っている時に、よそ見をしていて自転

車で転倒。左手首骨折。 

10月 
中学校 

１年女子 
自転車で下校中、サルに驚き転倒。尾てい骨骨折。 

児童生徒の交通事故は前年度から２件減少し２件であった。各学年の

発達段階に応じて、左右を十分に確認して道路を横断すること等、具体

的事例を取り上げ指導してきた。 

毎月の校長会で、事故の報告と指導を行うとともに、各学校での交通事故防

止についての指導の徹底を求めた。 
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３ 厚生及び福利 

⑴  要保護及び準要保護児童・生徒援助費 

経済的理由により就学が困難と認められる児童・生徒の保護者に対して、

就学に要する経費の援助を行ってきた。 

＜年度末現在の要保護及び準要保護の人数等＞ 

区分 
令和４年度 前年度(参考) 

人数 割合 人数 割合 

要保護 

小学校 3  0.23％  2  0.15％  

中学校 1  0.16％  0  0％  

計 4  0.21％  2  0.10％  

準要保護 

小学校 150  11.75％  167  12.84％  

中学校 85  13.79％  84  13.77％  

計 235  12.42％  251  13.13％  

⑵  特別支援教育就学奨励費 

特別支援学級へ就学している児童・生徒の保護者の経済的な負担を軽減

するため、その負担能力の程度に応じ、就学に要する経費の援助を行った。 

区分 
令和４年度 前年度(参考) 

人数 金額(円) 人数 金額(円) 

小学校 65  2,696,157  53  1,822,323  

中学校 15  993,512  20  873,460  

計 80  3,689,669  73  2,695,783  

⑶  特別支援学校等就学援助費 

特別支援学校（盲・聾・養護学校）へ就学している児童・生徒の保護者

の経済的な負担を軽減するため、就学に要する経費の援助を行った。 

区分 
令和４年度 前年度(参考) 

人数 金額(円) 人数 金額(円) 

小学部 5  300,000  5  300,000  

中学部 4  240,000  3  180,000  

高等部 13  780,000  16  960,000  

計 22  1,320,000  24  1,440,000  
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⑷  奨学金の貸与 

市に居住する世帯の子弟であって、経済的理由により就学が困難な生

徒・学生に対し、基金により奨学金を貸与している。 

＜奨学金貸与状況＞                  （単位：人） 

区 分 
最大貸与 

月  額 

継続 

貸与 

新規 

貸与 
合計 

高等学校 １万円 0 0 0 

高等専門学校･専門学校･短期大学等 ４万円 0 0 0 

大学・大学院 ５万円 6 1 7 

合 計  6 1 7 

※ 前年度貸与者 15人 

⑸  災害共済給付金 

学校管理下における児童・生徒の事故等に対し、日本スポーツ振興セン

ターが行う災害共済給付制度について、小・中学校に係る負担金の納付及

び共済給付金の交付事務を行った。 

＜制度加入者数及び給付数＞           （単位：人） 

区分 
令和４年度 前年度(参考) 

加入者数 給付者数 加入者数 給付者数 

小学校 1,277  89  1,300  100  

中学校 616  49  608  68  

計 1,893  138  1,908  168  

⑹  教職員の健康管理 

教職員の疾病の早期発見と健康の保持・増進を図るため、人間ドック受

診者を除く全教職員に対し、定期健康診断を実施した。 

⑺  教職員の労働安全衛生 

各学校に制度の概要を周知し、衛生推進者の選任状況等を調査した。 

令和４年度衛生推進者選任状況 全９校（小学校５校・中学校４校） 

⑻  教職員のメンタルヘルス 

県全体で、長期病気休暇・休職者に占める精神性疾患者数が多い実態を

踏まえ、校長会において、特に転入職員等に対して、担当する業務に困難

さを抱えていないかどうか、細やかな目配りと声がけをするように指導し

た。 
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第10 学校等の環境衛生に関すること 

 

学校保健安全法（昭和33年法律第56号）に基づく「学校環境衛生基準」によ

り実施した次の環境衛生定期検査では、いずれの検査項目も基準を満たすこと

ができた。 

 

１ 学校環境衛生定期検査 

検査名 検査内容 実施時期・実施回数 

薬品等管理定期検査 
保健室及び理科室・実験室等の

薬品の管理状況 

 

５～７月・年１回 

 

学校給食衛生管理定期検

査 

共同調理場の施設及び調理過程

等における衛生管理状況 

５～７月、９～11月、 

１～２月・年３回 

プールの水質及び施設・

設備の定期検査 

設備の衛生状態及びプールの水

質 

築地小学校 ６～７月 

機器点検、掃除、水質

検査 

飲料水の水質及び施設・

設備定期検査 

水道施設・設備及び飲料水の水

質 
９～11月・年１回 

騒音及び学校の清潔等定

期検査 

騒音及等価騒音レベル ６～12月・年１回 

学校の清潔及びネズミ、衛生害

虫等 
７～11月・年１回 

教室の採光及び照明等管

理定期検査 

教室の採光及び照明 
６～９月、10～２月・

年２回 

黒板面の色彩 ５～２月・年１回 

教室等の環境空気定期検

査 

教室等の換気及び保温（冷房設

備、暖房設備）各１回 

６～９月・年１回 

12～２月・年１回 

ダニ又はダニアレルゲン ６～９月・年１回 

 

２ 学校環境衛生日常点検の実施 

教職員による日常点検の主な項目 

教室等の環境、飲料水等の水質及び施設・設備、学校清潔及びネズミ・衛

生害虫等、水泳プールの管理 
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第11 学校給食に関すること 

 

学校給食は、学校教育の一環であることから、給食を「生きた教材」として

活用し、食育を推進してきた。 

学校給食を全小・中学校（５小学校、４中学校）で実施している。 

 

１ 共同調理場の児童・生徒数及び実施回数 

区 分 学校名 児童数 回 数 学校名 生徒数 回 数 

共  同 

調 理 場 

 

給    食 

センター 

中条小学校 411人 190回 
中条中学校 348人 194回 

胎内小学校 326人 190回 

きのと小学校 163人 191回 乙中学校 78人 194回 

築地小学校 186人 190回 築地中学校 82人 194回 

黒川小学校 191人 191回 黒川中学校 99人 189回 

 

２ 学校給食に関する附属機関 

学校給食の運営を適正かつ円滑に行うため、教育委員会の諮問に応じ、調

査審議する「胎内市学校給食運営委員会」が設置されている。 

構成員は、新発田保健所長、学校長、ＰＴＡの代表、その他教育委員会が

必要と認める者である。 

運営委員会の名称 構成する学校 

胎内市学校給食運営委員会 

中条小学校、胎内小学校、きのと小学校、築地小学

校、黒川小学校、中条中学校、乙中学校、築地中学

校、黒川中学校 

 

３ 学校給食運営委員会の開催 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため書面開催とした。 

議 題 令和３年度学校給食センター事業報告及び決算報告について 

令和４年度学校給食センター事業計画（案）及び予算（案）に 

ついて 

 

４ 給食主任者会議の開催 

当該年度の給食運営について連絡調整を図った。 

開催日 令和４年４月19日（火） 

場 所 学校給食センター 会議室（２階） 
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５ 食育の推進 

児童生徒の心身の健全な発達に資するとともに、食に関する適切な判断力

を養い、生涯にわたって健全な食生活を実現するために、栄養教諭等を中心

に各校の食育担当者が連携・協力しながら、各校の計画に沿って食育指導を

実施した。また、児童生徒を対象とした食育アンケート(Web回答方式)を実

施し、食に関する実態把握や学校給食及び食育指導等の基礎資料とした。 

なお、給食センターには、見学スペースが設けられているが、令和４年度

も新型コロナウイルス感染症防止のため、受け入れは行わなかった。 

 

６ 地産地消の取組 

国では、学校給食の地場産物の利用について、食育基本法(平成17年法律

第63号)の食育推進基本計画において利用割合の目標を定め、学校給食で地

場産物の利用に努めることが明確に位置付けられている。地場産物を学校給

食で利用することで、子どもたちが地域の食文化を知り、地域に愛着をもつ

ことにつながることから、市内の学校給食食材に地場産をできるだけ取り入

れられるよう、調理場の栄養教諭等を通して納入業者に協力を依頼した。 

 

７ 食育の日の取組 

毎月19日の「食育の日」は、だしや旬の食材を活かした「減塩献立」の日

として、様々な工夫を取り入れた献立にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 1 か月あたりの平均値（基準値）：小学校 2.0g未満／中学校 2.5g 未満。 

汁物に「塩こうじ」（発酵食品を使う

と「うま味」や「甘み」が増す）を取り

入れることで、少ない塩分量でもおいし

く食べられるように工夫した。（11月） 

～献立～ 

・ごはん ・牛乳 

・さばの照り焼き 

・こんぶあえ 

・塩こうじなべ 

（塩分量※）小学校 1.8g／中学校 2.2g 

「ごま」の風味をきかせた阿賀北ポー

ク、「昆布」のうま味のある和え物、「だ

し（かつおぶし）」が香るすまし汁で、

塩分が少なくてもごはんがすすむ献立と

した。（６月） 

～献立～ 

・ごはん ・牛乳 

・阿賀北ポークのごまだれがけ 

・ピリうまづけ ・はるさめのすまし汁 

（塩分量※）小学校 2.1g／中学校 2.5g 



- 29 - 

８ 学校給食週間の取組 

毎年１月24日の学校給食記念日を含む１週間で行われる学校給食週間にお

いて、例年は食材納入業者・地元農産物生産者・給食調理員を各学校へ招い

て児童・生徒との会食を行っていたが、令和４年度も新型コロナウイルス感

染症拡大防止対策のため中止とした。 

学校給食週間には、「にいがた給食 今むかし」と題して、給食が始まった

ころの献立を紹介し、学校給食の意義や歴史を知り、食べ物を大切にする心をも

つことができるよう取り組んだ。 

 

９ 学校給食衛生管理の取組 

学校給食の衛生管理指導として、安全な給食提供ができるよう、衛生管理

の徹底を図ることを目的に、調査や研修会を実施した。 

⑴ 衛生管理 

調理員へ適宜指導を行い、衛生管理の周知徹底に努めた。 

⑵ 教育委員会主催の研修会 

市内の学校給食従事者に対し、衛生管理知識の向上等を目的として研修

会を開催した。また、学校給食センターでの建物火災を想定した避難訓練

も行った。 

開催日 令和４年７月29日（金） 

会 場 学校給食センター 会議室（２階） 

内 容 ① 学校給食における衛生管理について 

       講師 新発田地域振興局生活衛生課 草野 亮子 氏 

     ② 避難訓練 

⑶ 研修会への参加 

新潟県教育委員会が主催する研修会に、教職員、栄養教諭等が参加した。 

ア 令和４年度学校給食運営研修会 

   開催日 令和４年７月12日（火） 

   会 場 県立教育センター情報棟講堂 

イ 令和４年度食育運営研修会 

  開催日 令和４年11月11日（金）  

  会 場 県立教育センター情報棟講堂 

⑷ 衛生害虫駆除 

衛生害虫駆除を業者に委託し、害虫駆除及び侵入口の封鎖等を行った。 

⑸ 給食食材等の検査 

給食食材の細菌検査を実施し、調理員の衛生意識の向上と衛生管理の徹

底を図った。 
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10 学校給食における食物アレルギー対応の取組 

「学校給食における食物アレルギー対応マニュアル（胎内市教育委員会）」

に基づく対応を行うために、各校の給食主任や食物アレルギー担当の教職員

を対象に説明会を開催し、アレルギー対応の周知徹底を図った。なお、令和

４年度も前年度同様、給食中にアレルゲンを誤って喫食するなどの事案はな

かった。 

⑴ 学校給食における食物アレルギー説明会 

 開催日 令和４年７月28日（木） 

場 所 学校給食センター 会議室（２階） 

⑵ 食物アレルギー対応者の状況 

 小学校 19人 中学校 ９人 

 

11 異物混入の状況について 

給食における異物混入の件数については、金属・ガラス類等危険物の混入

はなく、髪の毛・食材の包装材料等合わせても22件と前年度より４件少なか

った。傾向としては、調理中に発見されたり、学校に配送された食缶や盛り

付けた料理から発見されたりすることが多かった。 

種  類 金属・ガラス類等の危険物 虫・毛髪・食材の包装材料等 

件  数 ０件 （前年度３件） 22件 （前年度 23件） 

 

内 容 物 

 

プラスチック片 ０件 

金属片 ０件 

食品由来（骨やうろこなど）９

件、虫３件、髪の毛２件、その

他８件 

 

対  応 

 

 

異物混入対応マニュアルに従

い、盛り付け直したり、異物を

除去したりして対応した。 

異物混入防止について、納入業者が原因と考えられるものについては、再発防止

を強く指導するとともに、混入原因と今後の対策について、文書での報告を指示し

た。また、調理場が原因と考えられるものについては、調理工程における身支度、

作業中の注意・目視の徹底を指導した。 
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第12 社会教育に関すること 

 

現代社会は、少子高齢化や生産年齢人口の減少、家族構成の変容や地域の人

間関係の希薄化などに起因する地域コミュニティが抱える問題が多様化し、身

近な課題が顕在化している。 

また、ここ数年はコロナ禍で地域の行事が中止を余儀なくされたことで活動

が停滞し、コミュニティの希薄化に拍車をかけることとなった。 

これらの課題に対応し、持続的で活力ある地域とするためには、地域活動の

継続のための工夫が必要である。さらに、市民一人一人が旺盛な自ら学ぶ意識

をもち、それを叶えることが可能な機会や支援体制を整備し、学んだ成果を地

域に還元することで活性化を促すことが必要である。 

そのため、学校・家庭・地域と連携を図り、市内の特色ある社会教育施設を

活用しながら、多様な学習機会を提供し、地域全体の教育力の向上を図る取組

を継続して実施するとともに、地域の人材を発掘・活用して自主的な行動を促

すなど、課題の解決に向けた事業を実施した。 

 

１ 会議等 

会議名等 実施日 区 分 
参加者等 

 前年度 

社会教育委員の会議 

及び公民館運営審議会 

６月８日(水) 

委員（兼務） 

6人  8人  

９月29日(木) 5人  9人  

３月16日(木) 8人  10人  

産業文化会館アドバイザー会議 ３月10日(金) 委員 6人  7人  

 

２ 生涯各期にわたる学習機会の提供 

⑴  青少年教育 

 ア 青少年教育 

事業名等 実施日 会 場 
参加者等 

 前年度 

夏休み親子陶芸教室 
７月～８月 

（全４回） 
陶芸研修所 

延べ   

83人  

延べ   

104人  

夏休みキッズワークショッ

プ 
８月６日(土) 中央公民館 17人  13人  

こどもおかし塾 10月23日(日) 中央公民館 22人  － 

冬フェスタin中央公民館

(公民館まるごとクリスマス) 
12月10日(土) 中央公民館 

延べ   

63人  

延べ   

128人  
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イ 青少年健全育成 

事業名等 実施日 会 場 
参加者等 

 前年度 

わたしの主張大会 ７月26日(火) 産業文化会館 33人 動画審査※ 

子ども会活動バス支援 通 年 各地区 0人 0人 

夏休み子ども会活動表彰 

ラジオ体操、早寝早起 

き朝ごはん運動 

夏休み 各地区 
61団体 

600人 

61団体 

954人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 

 

ウ 放課後子ども教室 

教室名 開設日 
実施回数 参加児童数（延べ 登録ボランティ 

 前年度 人数） 前年度 ア数 前年度 

築地わくわく

スクール 
６月 

～ 

３月 

毎週 

月曜日 

又は 

水曜日 

24回 15回 1,008人 654人 15人 12人 

黒川元気っ子

スクール 
0回 6回 0人 146人 2人 8人 

たいない侍塾 21回 15回 690人 796人 14人 14人 

きのとスマイ

ルクラブ 
0回 3回 0人 69人 0人 0人 

 

⑵  成人教育 

事業名等 実施日 会 場 
参加者等 

 前年度 

たいない日本語教室 ５月～３月 中央公民館   20人 25人 

春の陶芸講座 
５月～７月 

(全10回） 
陶芸研修所 

延べ 

  375人 

延べ 

  262人 

折って楽しむユニット折り紙

教室 
６月23日(木) 

築地農村環境

改善センター 
10人  18人 

きめこみパッチワーク教室 

(単年) 
７月11日(月) 中央公民館 16人 －  

はたちのつどい2022 ８月15日(月) ぷれすぽ胎内 150人 
57人※1 

100人※2 

秋の陶芸講座 
９月～11月 

（全10回） 
陶芸研修所 

延べ 
 349人 

延べ 

231人 

きのとマナビップ講座 

水引ストラップ教室(単年) 
９月27日(火) きのと交流館   15人 －  

苔テラリウム講座 ９月28日(水) 
築地農村環境

改善センター 
９人 －  
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和紙を使ったちぎり絵講座 
11月30日(水) 

２月22日(水) 

築地農村環境

改善センター 
15人 －  

きのとマナビップ講座 

迎春フラワーアレンジメント

教室 

12月27日(火) きのと交流館 17人 21人 

高齢者向けスマートフォン講

習会 
１月19日(木) 

黒川地区公民

館 
9人 －  

きのとマナビップ講座 

フラワーアレンジメント教室 
３月16日(木) きのと交流館 18人 18人 

※1 「成人のつどい2020」の参加者数。 ※2 「成人のつどい2021」の参加者数。 
 

⑶  高齢者教育 

事業名等 実施日 会 場 
参加者等 

 前年度 

知新大学 
４月～３月 

(７回) 
中央公民館ほか 153人 166人 

水ばしょう大学 
５～３月 

（４回） 

新潟県少年自然の

家ほか 
292人 203人 

よつ葉大学 
６月～３月 

(４回) 

築地農村環境改善

センターほか 
62人 91人 

ヤマボウシ大学 
７月～３月 

(５回) 

黒川地区公民館 

ほか 
107人 76人 

 

３ 芸術文化の振興 

事業名等 実施日 会 場 
参加者等 

 前年度 

美術館展鑑賞会 11月30日(水) 長岡近代美術館 14人 中止※  

中条大祭前夜祭民謡流し ９月３日(土) 本町通り 
中条大祭 

中止のた 

め中止※ 

中条大祭 

中止のた 

め中止※ 

生涯学習フェスティバル 
10月29日(土) 

～11月24日(木) 
産業文化会館ほか  1,583人 2,630人 

美術展覧会及びジュニア 

美術展 

10月29日(土) 

～11月１日(火) 
ぷれすぽ胎内 

2,588人 

154作品 

1,825人 

166作品 

黒川展覧会 
10月25日(火) 

～12月16日(金) 
黒川地区公民館 

821人 

141作品 

619人 

107作品 

陶芸講座作品展 
12月４日(日) 

～11日(日) 
胎内市美術館 112人 216人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 
 

４ 広域隣保活動事業 

事業名等 実施日 会 場 
参加者等 

 前年度 

ワクワク広場 
４月～２月 
（７回） 

桃崎浜集落開発セ

ンター 
延べ  
44人 

延べ  
58人 
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ふれあい体験教室 11月26日(土) きのと交流館 10人 14人 

夏休みワクワク広場 

８月８日(月) きのと交流館 20人 26人 

８月22日(月) 
桃崎浜集落開発セ

ンター 
20人 12人 

冬休みワクワク広場 12月27日(火) 
きのと交流館及び 
桃崎浜集落開発セ
ンター 

16人 31人 

健康体操教室 
１月～３月 
（３回） 

きのと交流館 36人 31人 

 

５ 図書館事業 

⑴  図書館事業 

ア 利用状況等 

内 容 区 分 
利用者等 

 前年度 

利用者サービス 
利 用 者 16,173人 16,541人 

貸出冊数 55,365冊 56,134冊 

資料の充実（購入） 
一般図書 1,256冊 1,288冊 

児童図書 629冊 632冊 

サービス体制（他館相互貸借） 
借 受 数 394冊 608冊 

貸 出 数 205冊 253冊 

 

イ 事業内容 

事業名等 実施日 区 分 
参加者等 

 前年度 

春のおはなし会 ５月14日(土) 参加者 5人 8人 

チャレンジ工作手芸教室 
８月１日(月) 

８月８日(月) 
参加者 15人 30人 

としょかんからの挑戦
状！できるかな？ 

７月23日(土) 

～８月28日(日) 
参加者 32人 －  

ハロウィンしおりゲット
キャンペーン 

10月29日(土) 

10月30日(日) 
参加者 38人 60人 

図書館リサイクルフェア 
(隔年) 

11月10日(木) 

 ～13日(日) 
冊数 3,707冊  －  

としょかんクリスマス会 12月３日(土) 参加者 18人 19人 

学校及び保育園・福祉施
設との連携 

通年 
団体 12団体 16団体 

貸出数 3,927冊 4,627冊 
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学校及び保育園・福祉施
設との連携 
50冊読書運動※ 

通年 認定者 16人 32人 

絵本読み聞かせ(出張含
む) 

通年 参加者 －  180人 

中学生職場体験受入れ 通年 受入数 2人 0人 

高校生職場体験受入れ 通年 受入数 0人 0人 

※ 黒川地区公民館・築地農村環境改善センター・きのと交流館の各図書室での認定者

を含む。 

 

⑵  図書館司書学校巡回事業 

学 校 名 実施日 巡回人数 
巡回日数 

 前年度 

中条小学校 ４月～３月 週１回 ２人 38日  37日  

胎内小学校 ４月～３月 週１回 １人 38日  38日  

きのと小学校 ４月～３月 週１回 １人 37日  37日  

築地小学校 ４月～３月 週１回 １人 37日  37日  

黒川小学校 ４月～３月 週１回 １人 38日  38日  

中条中学校 ４月～３月 週１回 １人 37日  37日  

乙中学校 ４月～３月 週１回 １人 38日  36日  

築地中学校 ４月～３月 週１回 １人 39日  37日  

黒川中学校 ４月～３月 週１回 １人 36日  36日  

 

６ 社会教育施設の運営 

⑴  社会教育施設 

ア 産業文化会館 

① 利用状況等 

区 分 
利用者等 

 前年度 

利 用 件 数 500件 856件 

利 用 者 数 18,699人 32,483人 

② 事業内容 

事業名等 実施日 
入場者数 

 前年度 

自主事業なし※ － －  89人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策及び特定天井等改修工事のためホール休館。 



- 36 - 

 

イ 胎内昆虫の家 

①  利用状況等 

区 分 令和４年度 前年度 

入 館 者 数 17,289人 19,566人 

②  事業内容 

事業名等 実施日 
参加者数 

 前年度 

春の昆虫を見つけよう ４月17日(日) 4人 －  

春のミニ企画（昆虫の家） 
４月29日(金) 

～５月29日(日) 
2,739人 2,539人 

チョウに餌をあげてください ５月～９月 13,962人 15,454人 

ギフチョウ羽化体験 
５月３日(火)  

～５月５日(木) 
96人 84人 

子どもの日カブト・スズムシ幼虫

プレゼント 
５月５日(木) 50人 50人 

毛虫に触ってみよう 中止※ －  －  

昆虫教室顕微鏡で昆虫をみてみよ

う 
中止※ －  －  

観察会トンボと水辺の昆虫観察会 ６月12日(日) 中止※   20人 

昆虫教室昆虫標本をつくろう ７月10日(日) 10人 10人 

夏休み特別展「巨大カブト・クワ

ガタ大集合」 

７月25日(月)  

～８月31日(水) 
6,990人 8,383人 

昆虫ナイトウォッチング ９月３日(土) 14人 －  

虫とりチャンピオン大会スペシャ

ル 
９月11日(日) 20人 －  

出張昆虫教室（市内小・中学校） 

（1回） 
10月15日(土) 122人 81人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 
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ウ 胎内自然天文館 

①  利用状況等 

区 分 令和４年度 前年度 

入 館 者 数 6,367人 6,589人 

②  事業内容 

事業名等 実施日 
参加者数 

 前年度 

定期観望会 ６月～11月 1,899人 1,364人 

特別観望会 ６月～11月 340人 624人 

星空のヨガ 
６月21日(火) 24人     16人 

９月13日(火) 16人 12人 

望遠鏡づくり 

５月３日(火) 

８月６日(土) 

10月８日(土) 

39人 33人 

自然観察教室 ４月～９月 98人 88人 

写真教室 ７月16日(土) 6人 9人 

胎内星まつり特別公開 中止※ －  －  

出張観望会（イオン新発田） ７月17日(日) 33人 79人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 

 

エ クレーストーン博士の館 

①  利用状況等 

区 分 令和４年度 前年度 

入 館 者 数 2,717人 2,920人 

②  事業内容 

事業名等 実施日 
参加者等 

 前年度 

天然石・アクセサリー作り体験 ４月～11月 676人 666人 

化石・鉱物解説案内の日 中止※ －  －  

鉱物採集ツアー 中止※ －  －  

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 
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⑵  文化財施設の運営 

ア 利用状況 

施設名等 実施日 
入館者数 

 前年度 

黒川郷土文化伝習館・粉食文化体験館 ４～11月開館 2,768人 2,799人 

シンクルトン記念館 予約制 110人 124人 

奥山荘歴史館 土日祝祭日のみ 525人 352人 

桃崎浜文化財収蔵庫 予約制 37人 48人 

胎内市美術館 通年開館 

4,900人 
※企画展 

4,723人 

※談話室 

利用177人 

5,931人 
※企画展 

5,694人 

※談話室 

利用237人 

イ 美術館企画展内容 

事業名等 実施日 入館者数 

地味にすごい！下越の縄文時代 ４月22日(金)～６月26日(日) 1,417人 

小泉一路遺作展 ７月９日(土)～９月25日(日) 1,272人 

本間正英回顧展 10月15日(土)～12月25日(日) 860人 

県展・芸展作家展in胎内 １月15日(日)～３月19日(日) 888人 
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第13 スポーツに関すること 

 

新型コロナウィルス感染予防を図りながら事業の実施に努めた。 

 

１ 育てるスポーツ 

事 業 名 実施日 会 場 等 
参加人数等 

 前年度 

カヌー体験活動 

（県少年自然の家等） 

６月下旬 

～９月下旬 

胎内川 

Ｂ＆Ｇ艇庫ほか 

延べ 

3,826人 

延べ 

3,603人 

親子で楽しむチャレンジ

スポーツ（夏） 
７月31日(日) 

胎内川 

Ｂ＆Ｇ艇庫ほか 

24 家族 

(77人) 

29家族 

(79人) 

少年・少女スキー教室・

初心者限定 

１月21日(土) 

28日(土) 
胎内スキー場 66人 中止※  

わくわくちびっこ 

フェスティバル 
２月23日(木) ぷれすぽ胎内 190人 中止※  

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 

 

２ するスポーツ 

事 業 名 実施日 会 場 等 
参加人数等 

 前年度 

胎内市民ゴルフ大会 

（春） 
４月29日(金) 中条ゴルフ倶楽部 89人 96人 

胎内市高齢者運動会 11月７日(月) ぷれすぽ胎内 131人 中止※  

胎内市ペアマッチゴルフ

大会 
７月18日(月) 櫛形ゴルフ倶楽部 72人 68人 

盆野球大会 
８月14日(日) 

～15日(月) 

総合グラウンド 

野球場ほか 

13チーム 

183人 
中止※  

たいない高原マラソン ９月11日(日) 胎内スキー場発着 454人 中止※  

胎内市民ゴルフ大会 

（秋） 
９月25日(日) 

胎内高原ゴルフ倶

楽部 
73人 98人 

胎内平ハイキングウォー

ク 
10月２日(日) 

ロイヤル胎内パー

クホテル 
129人 208人 

男女混合ハイタッチ大会 

・ソフトバレーボール 
２月(全３日) ぷれすぽ胎内 

９チーム 

(213 人) 
中止※  

スポーツ体験フェスタ １月14日(土) ぷれすぽ胎内 93人 142人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 
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３ 競うスポーツ 

⑴  激励費の交付 

 

 

出場 

大会 

令和４年度 令和３年度 令和２年度 

交付 

人数 
交付額 

交付 

人数 
交付額 

交付 

人数 
交付額 

全国大会 137人 1,370,000円 95人 950,000円 60人 600,000円 

地区大会 186人 930,000円 121人 605,000円 56人 280,000円 

海外大会 1人 20,000円 2人 70,000円 0人 － 

合計 324人 2,320,000円 218人 1,625,000円 116人 880,000円 

 

⑵  スポーツバスの運行 

 

 

利用 

形態 

令和４年度 令和３年度 令和２年度 

利用件数 利用者数 利用件数 利用者数 利用件数 利用者数 

一般団体 86 件 1,766人 81件 1,450人 53 件 790人 

市の事業 72 件 1,336人 49件 923人 26 件 378人 

合計 158 件 3,102人 130件 2,373人 79 件 1,168人 

 

４ みるスポーツ 

事 業 名 実施日 会 場 等 
参加人数等 

 前年度 

バスケットボールフェス

ティバル 

10月９日(日) 

   10日(月) 
ぷれすぽ胎内 557人 無観客※ 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 
 

５ ささえるスポーツ 

事 業 名 実施日 会 場 等 
参加人数等 

 前年度 

櫛形ウインドトレイル ７月24日(日) 櫛形山脈ほか 225人 148人 

ツールド胎内 2022 10月16日(日) 奥胎内ほか 99人 中止※  

スポーツ推進委員 

下越地区研修会 
４月23日(土) ぷれすぽ胎内ほか 36人 28人 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため。 

  



- 41 - 

第14 文化財の保護に関すること 

 

文化財は長い歴史の中で育まれ、先人たちの努力により現在まで大切に守り

受け継がれてきた国民共有の貴重な財産であり、市民の誇りである。したがっ

て、このような文化財を保護し、将来に継承していくことが重要である。 

そこで、新たな指定文化財の調査や、既存の国・県・市指定文化財などの保

存・維持・後継者育成について助成を継続している。 
 

１ 文化財の指定・保護・活用 

⑴ 文化財保護審議会 

学識経験者等からなる委員で、文化財の指定及び解除・整備について審

議した。 

ア 委 員 ５人 

イ 審議会 令和５年３月24日（金） 

⑵ 美術館運営委員会 

 美術家・学識経験者等からなる委員で、美術館の運営について審議した。 

ア 委 員 ５人 

イ 審議会 令和５年３月15日（水） 

⑶ 文化財・歴史講座 

小学生、青少年などを対象に、出前授業・地元老人会への歴史講座など

の郷土学習を実施し文化財保護の推進を図った。また、胎内型ツーリズム

の促進の一環としてシンクルトン記念館・黒川郷土文化伝習館・胎内市美

術館・奥山荘歴史館を活用し、事業を実施した。 

ア 昔の道具、生活体験（勾玉つくり、火起し、弓矢、わらじつくり、竹細工） 

イ 昔の農具体験（千歯、唐箕、臼、荷車体験など） 

ウ 延べ参加者（小学生512人、中学生129人、一般200人） 

⑷ 文化財助成事業 

国・県・市指定文化財などの保存や、維持、後継者育成について助成を

行った。 

市指定文化財等６件（臭水保存会【燃水祭】、坂井神楽、鍬江神楽、下町

山車、上中組山車、乙宝寺【市指定オオバガシ倒木処理・保護措置】） 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため燃水祭は規模を縮小し

て開催、その他は中止。 

⑸ 天然記念物カモシカ調査 

天然記念物カモシカが平野部で多く確認されていることから通報による

確認調査や、へい死体の記録、埋葬処理を随時実施している。 

⑹ 文化財防災訓練 

文化財防火デーに伴う訓練を実施した。 

令和５年１月29日(日) 乙宝寺 
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⑺ 板額の宴 

奥山荘歴史の広場で令和４年９月18日（日）に板額の宴の開催。新型コ

ロナウイルス感染症拡大防止対策を施し、370人が参加して実施した。 

⑻ 美術館関連講演会 

各企画展の開催に併せて下記の講演会・解説会等を実施した（参加者総

計741人：前年比147人減）。 

講演会・解説会等名 実施日 講師(敬称略) 参加者 

胎内市標語ポスターコンクール表彰式 ４月９日(土) － 21人 

『地味にすごい！下越の縄文文化』

『フジタヨウコ陶展』開場式・解説会 
４月24日(日) 

胎内市教育委員

会職員 
28人 

新潟県立歴史博物館出前講座 

『岡本太郎と縄文土器論』 
５月22日(日) 宮尾 亨 14人 

講演会『酸性白土の発見と利用につい

て』 
６月25日(土) 石山 勇 46人 

『小泉一路遺作展』『胎内市の誇る考

古至宝展』開場式・解説会 
７月９日(土) 

胎内市教育委員

会職員 
48人 

樽ケ橋自然スケッチ会 ７月10日(日) 久世 貴 15人 

初心者油絵体験 ７月30日(土) 久世 貴 8人 

『本間正英回顧展』開場式・解説会 10月15日(土) 中村秀夫 44人 

『南画の歴史と魅力について』 10月16日(日) 伊藤省風 12人 

『県展・芸展作家展in胎内』開場式 １月15日(日) 伊藤省風 40人 

県展芸展作品解説会 １月21日(土) 伊藤省風 20人 

昔語り １月21日(土) 茶がまの会 57人 

講演会胎内市歴史講座 ２月４日(土) 橋本博文 49人 

市内・市外小・中学校校外学習  

作品解説会 計15回  

４月15日(金)  

～３月15日(水) 

胎内市美術館 

職員 
339人 

 

２ 埋蔵文化財の保護と活用 

⑴  埋蔵文化財調査事業 

埋蔵文化財発掘調査と整理作業を実施した。 

ア 圃場整備に伴う七の割遺跡（苔実）の発掘調査 

６月 29日に築地小学校６年生児童が遺跡発掘体験をした。 

８月２日に胎内市教育研究会社会科部会が遺跡発掘体験をした。 

イ ７月～８月下旬にかけて、村松浜文化財収蔵庫に収蔵されている埋蔵

文化財を施設解体に伴い旧鼓岡小学校埋蔵文化財収蔵庫に移動した。 

ウ 各種開発に関わる問合せに対する回答及び立会調査を実施した。 

⑵  史跡整備事業 

ア 史跡城の山古墳整備基本計画書に基づきレーダー測量を実施した。 

イ 全国史跡整備北信越大会を胎内市で７月 14日、15日に開催した。 
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第15 ユネスコ活動に関すること 

教育、科学及び文化を通じ、国際理解を深めるとともに世界諸国民との間に

理解と協力の関係を進め、もって世界の平和と人類の福祉に貢献することを目

標としている活動では、感染症対策を行い、３年ぶりに非核平和都市宣言事業

として中学生が平和記念式典（広島市原爆死没者慰霊式並びに平和祈念式）に

参加して、戦争の悲惨さ、命の尊さ、平和の大切さを学んだ。 
 

第16 教育に係る法人に関すること 

公益法人の事業活動及び公益信託の管理・運用が適切に行われるよう、「公

益法人の設立許可及び指導監督基準」及び「法務大臣の所管に属する公益信託

の引受けの許可及び監督に関する規則」に基づき指導監督を行うことについて

は、該当が無いため当教育委員会は実施していない。 
 

第17 調査及び統計に関すること 

国・県・市の様々な教育施策を検討し、それを遂行する上で必要な情報を得

るために、各種の調査や統計を行った。主な調査は、以下のとおりである。 
調査名 調査内容 

学校体育調査 体育・保健体育授業、体力状況、運動部活動の状況 

定期健康診断に基づく

児童・生徒の疾病等の

状況調査 

児童・生徒の疾病状況、肥満度 

歯科保健実態調査及び

歯科疾患状況調査 

歯科保健の状況、児童・生徒の歯科検診の実施状況及び結

果 

学校保健統計調査 児童・生徒の発育状況及び健康状態 

学校基本調査 学校数、児童・生徒数、教職員数、卒業後の状況等 

学校教員統計調査 学校の本務職員数、教員の年齢・勤務年数・免許状種類・

週時数・給料月額及び異動の状況 

地方教育費調査 
支出項目別、財源別学校教育費・社会教育費・教育行政

費、教育施設別、科目別収入額 

全国学力学習状況調査 教科に関する調査・生活習慣や学校環境等の調査 

学校給食実施状況調査 
学校給食の実施状況、学校給食費の状況、米飯給食の実施

状況及び食堂食器具の使用状況等 

生涯学習・社会教育の

現状調査 

生涯学習・社会教育の推進体制活動状況、社会教育施設に

関する事項等 

社会教育調査 

社会教育行政、公民館、図書館、博物館、青少年教育施

設、女性教育施設、体育施設、劇場・音楽堂等、生涯学習

センターに関する調査 

市町村文化行政の現状

調査 

指定文化財一覧、指定文化財等件数一覧、文化財関係資料

刊行状況、文化財関係団体、小・中学生を対象とした芸術

支援事業一覧、博物館等一覧、文化会館等一覧 

新潟県生涯スポーツの

現状調査 

市町村生涯スポーツ行政、公共スポーツ施設、学校開放の

状況、スポーツクラブ等 
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第18 広報、広聴及び相談に関すること 

広報活動として毎月２回発行される市報たいない等において、教育委員会の

活動状況を随時、知らせるとともに、主要事項について周知の徹底に努めた。

そのほか、文書送付、ポスター・チラシ配布、看板、のぼり、横断幕の掲示を

通して、市民の理解と協力を求めてきた。内容は、以下のとおりである。 

 

１ 教育行政に関わる広報 

⑴ 教育相談体系化連携事業（主に特別支援教育に係る啓発活動） 

⑵ 奨学金制度等 

⑶ 「いじめ見逃しゼロ」の取組 

⑷ 入学までの流れ、入学前の就学相談 

⑸ 各学校の教育の取組の紹介 

⑹ 教育振興に対する寄附採納 

⑺ 各種スポーツ大会・教室の募集案内等 

⑻ 小学生対象の大会・教室の案内 

⑼ 胎内の自然、胎内の歴史探訪 

⑽ 新刊紹介 

⑾ 各種イベント・教室の案内 

⑿ 生涯学習フェスティバルのプログラム 

⒀ 総合型スポーツクラブのイベント・教室情報 

⒁ 地域とともに歩む学校づくりと地域連携の取組 

⒂ 教育委員会表彰 

 

２ 相談に関すること 

小・中学生の健全な育成を図るため、教育相談センターを中心に専任相談

員が相談内容について適切に対応した。 

名  称  教育相談センター 

位  置  西条666番地 

開設日及び相談時間  月、水、金曜日の午前９時から午後４時まで 

           （祝日、お盆、年末年始を除く） 

（単位：件） 

年  度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

年間相談

件  数 
12 17 10 19 20 

延べ相談

件  数 
57 91 117 252 120 
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第19 その他の事務に関すること 

教育振興等に資するため、胎内市補助金等交付規則（平成20年規則第１号）

に基づき、市内教育団体等が実施する事業に対し、補助金を交付する事務を補

助執行した。 

１ 各種団体への補助金交付 

⑴ 補助金交付決定団体数 12団体 

⑵ 補助金交付決定額  18,441,031円 

学校教育課 14,351,031円、生涯学習課 4,090,000円 

補助金交付内容は、次のとおりである。            （単位：人、円） 

団 体 名 

（又は補助金名） 
代表者名 事業目的 

構成 

員数 

令和４年度 

交付決定総額 

胎内市校長会 

(教育振興補助金) 

会 長 

中村 祐一 

市の教育振興に資するため、教

職員の専門性、指導力の向上を

図る研修会及び研究課題解決に

向けた調査・研究事業 

164 2,426,030 

胎内市校長会(コミ

ュニティ・スクール

推進等事業補助金)

※小学校・推進事業 

各小学校において、学校運営協

議会を設置し、保護者及び地域

住民の学校運営への参画や支

援・協力を促進し、学校運営の

改善や児童の健全育成に取り組

む 

５校 750,000 

胎内市校長会(コミ

ュニティ・スクール

推進等事業補助金)

※中学校・推進事業 

各中学校において、学校運営協

議会を設置し、保護者及び地域

住民の学校運営への参画や支

援・協力を促進し、学校運営の

改善や児童の健全育成に取り組

む 

４校 600,000 

ふるさと体験学習実

行委員会(ふるさと

体験学習推進事業補

助金) 

会 長 

中村 祐一 

「ふるさと胎内」の自然、歴史、

文化を体験することで胎内の良さ

を再発見するとともに、地域で暮

らす人とのふれあいを通じて郷土

愛を育む 

211 909,000 

中学校生徒遠征費補

助金 

中条中学校長 

丹後 直子 

中学生の体育・文化活動の振興を

図る 

387 1,882,000 

乙中学校長 

山田 せい子 
66 245,000 

築地中学校長 

伊東 寿明 
71 148,000 

黒川中学校長 

佐藤 光 
62 171,000 
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団 体 名 

（又は補助金名） 
代表者名 事業目的 

構成 

員数 

令和４年度 

交付決定総額 

非核平和都市宣言事

業実行委員会 

実行委員長 

伊東 寿明 

中学生を広島の平和記念式典に

派遣し、非核平和について学ぶ 
4 414,851 

学校給食運営費補助

金 

小学生保護者 
物価高騰等の影響を受けた学校給

食費の負担を軽減する 

1,277 4,429,750 

中学生保護者 616 2,375,400 

ボーイスカウト中条

第１団 

団委員長 

柳沼 幸男 
青少年の健全育成 57 30,000 

ＮＰＯ法人スポーツ

クラブたいない 

理事長 

五十嵐 聖一 

胎内市スポーツ協会事業の推進 484 2,240,000 

胎内市スポーツ少年団事業の推

進 
468 1,020,000 

たいない高原マラソ

ン実行委員会 

実行委員長 

中澤 毅 

たいない高原マラソンの事務経

費 
454 800,000 

合      計 12 団体 
 

 
 18,441,031 
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Ⅲ 教育施策上の重要課題 

教育委員会の基本理念「教育は人をつくり、地域をつくる崇高な営み」に基

づき、令和４年度の重要課題として「胎内市教育振興基本計画」の23項目にわ

たる柱ごとに点検を行った。 

 

第１ スポーツや芸術・文化を楽しむ教育の推進 

１ 子どもの体力向上 

２ 生涯スポーツの推進 

３ 競技スポーツの振興 

４ 芸術・文化の振興 

第２ 安全教育と健康教育の推進 

１ 防災教育の推進 

２ 健康教育の推進 

３ 食育の推進 

第３ 心豊かで広い心を持つ人材の育成 

１ 心豊かな人材の育成 

２ 家庭と地域が連携した社会性の育成 

３ 国際感覚を育む教育の実践 

４ キャリア教育の推進 

第４ 学ぶ子どもの育成 

１ 学力向上への取組 

２ 学校運営の改善 

３ 特別支援教育の推進 

第５ ふるさとを学び、ふるさとをつくる教育の推進 

１ ふるさと教育の推進 

２ 文化財の活用と保護 

第６ 安全な教育環境の整備 

１ 安全な教育環境の整備 

２ 情報活用能力育成の環境整備 

３ 教育の機会均等の確保 

第７ 活力あるコミュニティの形成 

１ 地域社会の確立 

２ 生涯学習の振興 

３ 学びを通じたコミュニティの再構築 

４ コミュニティ・スクールの充実 
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第１ スポーツや芸術・文化を楽しむ教育の推進 

 

１ 子どもの体力向上 

■ 子どもの体力の向上は、胎内市の将来の発展のために重要な課題である。

スポーツを愛好し、親しむ児童・生徒の育成を目指す。 

■ こども園、保育園、小・中学校との連携を強化して、幼児・児童・生徒

の体力の向上に努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

小学校全児童のＮＰＯ法人スポーツ

クラブたいない加入率 
％ 36.0 31.0 40.0 

全国体力・運動能力・

運動習慣等調査で、昭

和 60 年度との比較で

90％以下の結果数（握

力、50ｍ、ソフト・ハ

ンドボール投げ）※１ 

小５男子 種目   2 2 0 

小５女子 種目   2 2 0 

中２男子 種目   0 1 0 

中２女子 種目   1 1 0 

スポーツが「嫌い」

「やや嫌い」であると

回答した割合※２ 

小５男子 ％   12.0 7.9 4以内 

小５女子 ％   13.0 10.9 8以内 

中２男子 ％   8.5 8.2 8以内 

中２女子 ％   25.5 28.2 8以内 

自主的にスポーツする

時間を持ちたいと思う

中学生の割合※３ 

中２男子 ％   60.8 63.5 80 

中２女子 ％   45.9 29.4 80 

※１～３ スポーツ庁における第２期スポーツ基本計画（平成 29年度～令和３年度）を参酌して策定した胎内市 

スポーツ振興計画（平成 30 年度～令和９年度）の数値目標を推進指標とした。 

⑵  取組と成果 

児童のＮＰＯ法人スポーツクラブたいないへの加入率が低い結果となっ

た。各団体でスポーツ体験などの開催に努め、スポーツに対して興味をも

つきっかけづくりの取組を行ってきた。 

⑶  課題 

ＮＰＯ法人スポーツクラブたいないへの加入率を高めるため、子どもの

運動する機会を減らさず、親子で参加できる運動教室やウォーキングイベ

ント等を継続して開催し、習慣的に身体を動かすきっかけとなる取組を行

うとともに、各種スポーツ教室や見て体験するスポーツ等を開催し、子ど

もたちのスポーツに対する関心を高めていく必要がある。 
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２ 生涯スポーツの推進 

■ 市民が生涯にわたって、スポーツを愛好し親しみながら心身の健康保持

及び増進に努めることができるよう、各種事業への支援や環境整備等を

行う。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

ＮＰＯ法人スポーツクラブたいない加

入者数 
人 1,729 1,641 2,400 

週１回以上、運動やスポーツを行う市

民の割合（18歳以上）※１ 
％   －   － 50.0 

スポーツに関わりたい（活動、指導、

ボランティア等）と回答する市民の割

合※２ 

％   －   － 85.0 

たいない高原マラソン・櫛形ウィンド

トレイル参加者数 
人   148 679 1,000 

※１～２ スポーツ庁における第２期スポーツ基本計画（平成 29年度～令和３年度）を参酌して策定した胎内市 

スポーツ振興計画（平成 30 年度～令和９年度）の数値目標を推進指標とした。 

⑵  取組と成果 

○「健康でいたい」、「体力をつけたい」といった市民の健康意識がある

中、前年度よりもＮＰＯ法人スポーツクラブたいない加入者数が減少す

る結果となった。 

○計画したスポーツ事業はコロナ禍前に戻り開催された。ＮＰＯ法人スポ

ーツクラブたいないでは、新たな取組で成人男性限定のナイトヨガを行

い好評を得た。 

⑶  課題 

○普段の生活から気軽に取り入れられる「歩く」ことに着目し、運動不足

解消や健康増進が図れるようなウォーキングのイベントを継続的に実施

していくとともに、親子で気軽に参加できる事業を実施していく必要が

ある。 

○ウォーキングなど気軽に参加できるイベントをＮＰＯ法人スポーツクラ

ブたいないと連携して実施することにより、運動の機会を増やし、ＮＰ

Ｏ法人スポーツクラブたいない加入者数を増やしていく必要がある。 
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３ 競技スポーツの振興 

■ ＮＰＯ法人スポーツクラブたいないとの連携を中心に、胎内市の競技ス

ポーツ水準の向上を目指す。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

スポーツ教室参加者数 人 287 191 500 

全国大会への出場選手数※ 

小学生 人 3 16 10 

中学生 人 1 7 15 

高校生 人 89 101 50 

大学生 人 1 0 5 

社会人 人 0 13 30 

合 計 人 94 137 110 

※ スポーツ庁における第２期スポーツ基本計画（平成 29年度～令和３年度）を参酌して策定した胎内市 

スポーツ振興計画（平成 30 年度～令和９年度）の数値目標を推進指標とした。 

⑵  取組と成果 

○才能を発掘・育成する取組として、全国大会出場選手への激励費交付の

活動支援を行った。小・中学生・高校生の全国大会出場が多く交付件数

は増加した。 

○ＮＰＯ法人スポーツクラブたいないと連携のもと、選手の育成及び強化

を行い、競技水準の向上を図ることができている。 

⑶  課題 

〇スポーツへの関心を高めていくため、年齢や体力を問わない気軽な参加

方法であるスポーツ観戦の場を提供するなど、裾野の拡大に向けた取組

に今後も努める。 

〇地元選手の全国大会出場は、市民に勇気や活力を与えてくれるものであ

ることから、激励費交付の支援活動は今後も継続していく必要がある。 
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４ 芸術・文化の振興 

■ 創造力と感性を育み、夢と感動を与え、ゆとりと潤いを実感できる心豊

かな生活を実現するため、芸術・文化の鑑賞、参加、創造の機会を提供

し、芸術・文化水準の向上を図るための環境整備に努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

胎内市美術展作品出品者数 人  116 106 150 

胎内市美術展・ジュニア展入場者数 人 1,825 2,590 3,000 

産業文化会館多目的ホール利用者数 人 9,701 604 26,000 

胎内市美術館入場者数 人 5,931 4,900 7,500 

 

⑵  取組と成果 

○胎内市美術展・ジュニア展は、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策

を行いながらの開催となったが、出品者数は減少したものの入場者数は

回復傾向にあり、多くの市民が芸術に触れ関心度を高める機会となった。 

しかしながら、産業文化会館多目的ホール利用者数については、天井部

分の大規模改修工事実施に伴いホールを９カ月間閉鎖したことから、前

年度より減少した。アンケート調査においては「喜びや感動」の意見が

多くみられることから文化・芸術を広く市民に提供する本事業の意義は

大きいものといえる。 

〇胎内市美術館では、年４回の企画展をはじめ体験学習の開催について、

広報やマスコミ等を通じたＰＲに努めたが、コロナ禍の影響で入場者数

が減少した。 

⑶  課題 

○胎内市美術展作品出品者数については、出品者の高齢化や新規の出品者

が少ないことから年々減少することが見込まれている。存続のためには、

新規出品者、特に若い世代をいかに増やしていくかを引き続き運営委員

会等で検討する必要がある。 

○産業文化会館多目的ホール利用については、大規模改修工事を実施して

いるが、他の施設との連携により市民ニーズへの対応に努める。  
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第２ 安全教育と健康教育の推進 

 

１ 防災教育の推進 

■ 東日本大震災等の教訓から、学校の安全性を確保し、児童・生徒が生涯

にわたり、自らの安全を維持できる基礎的な素養を身に付け、主体的に

行動できる能力を育成する安全教育に取り組む。 

■ 学校における組織的な取組の推進、地域社会や家庭などとの連携強化を

図る。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

防災教育の見直しを含めた津波災害

等に係る避難訓練実施校数 
校 9   9  9  

⑵  取組と成果 

地震や津波、台風、豪雨、洪水等の自然災害や､事故、火事などの非常

事態に対して､自己の安全を守るため、各学校では、児童・生徒を安全に

保護者へ引き渡す訓練を含め、年間２回から６回避難訓練を実施している。 

⑶ 課題 

市が策定した「防災マップ」や教育委員会が策定した「危機管理マニュ

アル」に基づく､様々な場面を想定した訓練を実施して、児童・生徒及び

教職員の共通理解を図るとともに、地域と連携した防災訓練等の取組を試

行するなどして非常時の危機管理能力の向上に努める必要がある。 
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２ 健康教育の推進 

■ 子どもに心身の健康に必要な習慣や知識、態度を修得させ、生涯を通じ

て自らの健康を管理する実践力を身に付けさせるため、学校と家庭、関

係機関等が連携し、地域全体で取り組む。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

小・中学校における関係機関と連携し

た喫煙や薬物、性感染症に関する指導

教室の実施校 

校 5  6  9  

児童・生徒や保護者などの参加、幼・

保・小・中の連携など､弾力的な運営に

よる学校保健委員会の推進校数 

校 7  9  9  

⑵  取組と成果 

○薬物乱用防止教室を実施した学校は、学校薬剤師や警察署員を講師とし

て招き、保健体育や学級活動の授業として学習を行った。感染症対策の

ため開催しなかった学校が複数あったが、講師を招かず、保健体育の授

業として行った。いずれの場合も、薬物乱用防止に関する指導を行い、

児童生徒が自らの生活等を見直し、問題意識をもち、改善しようとする

態度を養うことができた。 

○全小中学校で、学校職員、保護者、学校関係者で組織する学校保健委員

会において、専門的な立場から意見や提案をいただくことができた。メ

ディアコントロールの大切さ、口腔衛生、ゲートキーパーなど各校にお

ける健康上の課題等について、講師を招聘するなど有効な情報交換がで

きた。 

⑶ 課題 

児童・生徒の健康に関する関心や健康増進への意欲を、更に向上させて

いくためには、各中学校区において小学校と中学校が密接な連携を図り、

「９か年を見通した健康教育の指導計画」を作成することと、家庭と一

体となったメディアコントロール等のこれまでの取組の改善を図り、日

常的な取組に結び付くよう、確実に実施していくことが課題である。 
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３ 食育の推進 

■ 「第３次胎内市食育推進計画」（令和４年度～令和８年度）に基づき、

食と健康的な食生活を考えた、食習慣の見直しや、日本食の利点を再考

したバランスの良い食事のとりかたなどについて、学校と家庭、地域で

連携して取り組む。 

■ 市民や各種団体、民間事業所と行政が協働し、食を通して郷土理解を深

める取組や食文化の継承、心身の健康や感謝の気持ちを育む取組を推進

する。 

⑴  推進指標 

⑵  取組と成果 

各学校において食に関する指導の全体計画に基づき、学校長のリーダー

シップの下に関係教職員が連携・協力しながら、栄養教諭等が中心となっ

て組織的な取組を進めた。給食時間における訪問給食や授業時間における

食育指導をとおして、栄養教諭等の専門性を活かした取組が行われた。 

○給食残渣量については、「給食の盛りきり・残さず食べる」ことに共通

して取り組んだが、前年度より増加した。 

○地場産使用割合については、学校給食及び食育指導年間計画により、学

校給食においては重点使用食材を定め、時期に応じた胎内産及び県内産

食材を献立に積極的に取り入れたが、令和４年度も天候不良等の影響や

直売所生産者の減少により、使用率が大きく減少した。 

○朝食喫食率については、栄養教諭等による食育指導を行っているが、小

学校で95.0％、中学校で89.3％とどちらも昨年よりも減少した。 

⑶  課題 

○地場産使用割合については、生産者の高齢化等により園芸品目の作付面

積が増加しないことなどから、現状の流通体制では維持することが困難

である。地産地消の観点からも、これまで以上に関係機関と連携した体

制の整備が必要である。 

○朝食の喫食率を増加させるためには、学校での食育指導に加え、家庭へ

の啓発も重要である。特に喫食率の低かった中学生について生活習慣の

乱れに起因することが考えられる。朝食の喫食率を更に高めるよう、今

後も継続して、朝食の大切さや、生活習慣の改善について、「給食だよ

り」等を通じ、家庭への啓発及び連携を積極的に行う必要がある。 

  

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

学校給食の残渣量(一人当たり) 
（残渣:みかんの皮など食べられない部分を除

き、汁や牛乳を濾した給食の食べ残し） 

g 21.00 24.80 20.00 

学校給食の地場産の使用割合(品目数) ％ 21.80 16.60 30.00 

朝食喫食率 ％ 94.38 92.94 98.00 
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第３ 心豊かで広い心をもつ人材の育成 

 

１ 心豊かな人材の育成 

■ 幼少期から小・中学校までの重要な子どもの成長期間に、よりよく生き

るための基盤となる道徳性を養い、感性が豊かで、生命の重要性や人権

を尊重できる人間に育成できるように努める。 

■ 子どもの豊かな心を育むためには、子どもたちの活動に保護者や地域住

民の参加を促すなど、市民一体となって明るく健全なまちづくりに向け

た取組を推進する。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

「胎内市教育の日」における保護

者等の参加型の道徳授業の実施校 
校 －  －※１ 9  

人権教育、同和教育に関する校外

研修に参加した教職員の割合が

90％以上の学校数、こども園数 

校 9  9  9  

園 －  －  1  

人の役に立っていると思う児童･生

徒の割合が85％以上の学校数 
校 6  7  9  

小･中学校の暴力行為の発生件数 件 7  2  5未満 

小･中学校のいじめの認知状況※２ 件 6.9  5.8  

児童・生徒 

100人当たり 

の認知件数 

7.5人以上 

小･中学校の不登校の児童・生徒数

（年30日以上の欠席者） 
人 40  51  15未満 

こども園･保育園、小学校における

学校支援ボランティアによる読み

聞かせや図書紹介等の取組件数 

校 5  5  5  

園 －  －  5  

こども園、保育園と小学校との円

滑な接続を見通した教育課程の編

成･実施状況 ※３ 

ステップ ステップ３ ステップ３ ステップ３ 

※１ 令和４年度は新型コロナ感染症拡大防止対策のため「保護者等の参加型の道徳授業」は行わなかった。 

※２ 小・中学校の、いじめの認知件数は大幅に増えている。このことは「いじめ防止対策の推進に関する調査結

果に基づく勧告を踏まえた対応について（通知）」（平成 30年３月 26 日 文部科学省）における、「いじめの

認知に関する文部科学省の考え方」を踏まえて、児童・生徒 100 人当たりの認知件数に改めたことによる。 

※３ こども園、保育園と小学校との円滑な接続を見通した教育課程の編成･実施状況 

ステップ１ 年数回の授業、行事、研究会等の交流はあるが、接続を見通した教育課程の編成・実施は行われてい

ない。 

ステップ２ 授業、行事、研究会等の交流が充実し、接続を見通した教育課程の編成・実施が行われている。 

ステップ３ 接続を通して実施された教育課程について、実践結果から、更によりよいものとなるように検討が行

われている。 
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⑵  取組と成果 

心豊かな人材の育成を目指し、道徳教育の推進と生徒指導の徹底に努め

てきた。 

○道徳教育の推進では、「かかわる同和教育」を中核に全校体制で取り組

んだことにより、差別事象や人権問題への認識と、人権感覚の高揚に結

び付いた。 

○「いじめはどの学校でも、どの子でも起こりうる」との認識の下、積極

的にいじめの認知に努めた。早期に発見し、組織的に対応してきたこと

により、認知件数は前年度よりやや減少した。認知したいじめについて

は、解消まで見守り、支援を行っている。 

○不登校児童・生徒が増加している。その対策として、欠席の長期化が心

配される場合は、電話連絡や家庭訪問を連続欠席が始まってから３日間

のうちに必ず行った。不登校児童・生徒に関する学校と教育委員会との

迅速な情報共有や保護者を含めた対応の充実を図り、ケース会議にはス

クールカウンセラー、市教委指導主事、下越教育事務所のスクールソー

シャルワーカー等も参加し、対応を協議した。また、不登校児童・生徒

の学びの場を確保するため、適応指導教室の活用やタブレット端末の活

用を促進した。 

○適応指導教室や教育相談センターの専任相談員による訪問指導では、学

校と本人・家庭・保護者とつながりを切らさず寄り添った対応を継続し

てきた結果、通級日数の増加や高校進学に結びついた。集団生活への適

応を促すなど、成果が表れている。 
 

⑶  課題 

○今後も、差別や偏見を見抜き、自他の人権を守るために行動できる児

童・生徒の育成を目指し、教職員の研修をもとに、各学校の着実な実践

を促すことと、保護者や地域の人々と共に行う差別や偏見のないまちづ

くりに向けた取組の推進が求められる。 

○各学校の「学校いじめ防止基本方針」を学校・家庭・地域で共有し、い

じめの起きない学校づくりにより一層取り組む必要がある。また、イン

ターネット等を介したいじめなど、見えにくいいじめの早期発見、組織

的な対応を行い、いじめ見逃しゼロの取組を進めていく必要がある。 

○不登校は長期化すると問題が複雑化・深刻化し、対応が難しくなる場合

が多い。不登校に結び付く兆候を見逃さず、即時対応と解消を図ること

が肝要になる。あわせて、保護者等と連携した全校体制での取組や適応

指導教室や訪問指導の機能を活かすとともに、校種間の接続と連携を強

化するなど、今後も重点化した取組を具体的かつ確実に進めていく必要

がある。 
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２ 家庭と地域が連携した社会性の育成 

■ 子どもの社会性を育むため、学校と家庭、地域が連携した各種体験活動

の取組を積極的に推進する。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

地域学校協働（旧学校支援地域本部）

活動数（安全パトロール除く） 
回 647  820  400  

放課後子ども教室に参加する児童の割

合 
％ 28  33  30  

体験活動を実施する子ども会の割合 ％ 22  30  65  

家庭教育支援講演会等の主催回数 回 1  1  5  

進んであいさつする子どもの割合 ％ 91  92  85以上 

⑵  取組と成果 

○全ての小・中学校に地域学校協働本部※を設置し、これにより全校区に

おいて、地域と学校がパートナーとして連携・協働して、多くの地域住

民等の参画を得ながら、多様な活動を展開している。コロナ禍による制

限がある中、様々な工夫をして活動を実施した。 

○放課後子ども教室では、参加児童とその保護者にアンケート調査を実施

し、満足度について高い評価を得ている。参加児童の約85％が「ボラン

ティアの人と楽しく遊べた」と回答し、保護者の約95％から、子どもを

「参加させて良かった」と「まあまあ良かった」という回答を得ている。 

○子ども会としての体験施設の利用や地域のお祭りなどへの参加について

は、令和４年度もコロナ禍の影響により中止が目立っているが、実施す

る子ども会の割合が前年度に比べて増加している。 

○家庭教育支援講演会等については、令和４年度は屋外で親子体験型交通

安全講習会を開催した。 

○各学校では、毎月、生活目標を設定し「あいさつ」の指導を行った。ま

た、児童会や生徒会活動として、「あいさつ運動」を行い、児童・生徒

の主体的な活動が行われている。そのため、進んであいさつを交わすこ

とができると答える児童・生徒の割合は、高いレベルで維持されている。 
※ 従来の学校支援地域本部等の地域と学校の連携体制を基盤として、より多くの幅広い層の地域住民、 

団体等が参画し、緩やかなネットワークを形成することにより、地域学校協働活動を推進する体制をい 

う。その構成員例としては、学校支援ボランティア、ＰＴＡ、地域の高齢者・成人・学生、保護者、社 

会福祉協議会、商工会議所、青年団、ＮＰＯ、民間企業がある。 
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⑶  課題 

○放課後子ども教室は、放課後における児童の活動拠点として、体験活動

やスポーツなどを通して地域住民との交流を行う活動である。地区によ

ってはコーディネーターや安全管理員の人数不足、そして、全体的にボ

ランティアスタッフの慢性的な人数不足が大きな課題となっており、運

営を支える人材の確保と育成が必要となっている。 

○家庭教育支援講演会等については、目標回数に達してないことから、学

校行事やＰＴＡ行事等でも機会を設けるよう引き続き働きかけに努め

る。 

○「胎内市あいさつの日」（毎月10日）の取組を一つの機会として、児

童・生徒が学校外においても、地域などで誰とでも進んであいさつを行

う運動を一層進めていく必要がある。 

 

３ 国際感覚を育む教育の実践 

■ 国際的に活躍できる人材の育成を目指し、コミュニケーション能力を育

む取組を推進する。 

■ 子どもが日本文化に対する理解を深め、日本人としてのアイデンティテ

ィーを大切にしつつ、他国の文化や伝統を理解、尊重できる豊かな国際

感覚をもつ人材の育成に努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

外国語・外国語活動の学習に主体的に取

り組んでいる子どもの割合※ 
％ 81  84.2  85  

 ※ 従来の ALT 学習ではなく、外国語・外国語活動の教科化に伴い推進指標を改めた。 

⑵  取組と成果 

小･中学校にＡＬＴ講師を派遣し､子どもの英語力の向上や国際社会で生

きていくために必要なコミュニケーション能力の育成に努めた。中学校の

英語免許のある教員が小学校で外国語等の指導をする小学校英語専科教員

配置事業を推進することにより、授業の充実が図られた。 

⑶  課題 

今後も小学校３・４年生の「外国語活動」、５・６年生の「外国語科」

の指導力向上を図るとともに、ＡＬＴや小学校英語専科教員の配置に向け

た取組を一層強化し、小・中学校の円滑な接続のための取組を行う必要が

ある。 
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４ キャリア教育の推進 

■ 就業意識・就業観の未熟さや、学校での生活や学びに対する目的意識の

希薄さが問題となる中、職業を通じて社会の一員としての役割を果たす

ことの意義を理解し、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能

力や態度を身に付け、将来の夢や目標をもつ子どもの育成を目指す。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

将来の夢や目標をもつ子どもの割合 ％ 87 86 90 

⑵  取組と成果 

〇新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため教育活動の中止や縮小が

余儀なくされた中で、各校ごとにねらいを明確にした活動を工夫して実

践した。 

○今年度は３中学校（中条中学校、築地中学校、黒川中学校）で職場体験

学習を実施した。（乙中学校のみ新型コロナウイルス感染症のため未実

施）感染拡大に配慮しながら働くことの大切さや意義を知るとともに、

自らの将来を見つめ直すよい機会となった。また、小学生の「ふるさと

体験学習」においても、農家民泊はできなかったが、胎内市のよさを再

発見し、地域を愛する心を育む点で有意義であった。 

○市内４中学校の１年生及び中条高校の１年生が「１年生の職ナビゲーシ

ョン」に参加し、様々な職業の紹介や説明、出会い等を通して、職業に

対する理解を深め、生き方に触れることができた。 

⑶  課題 

今後も地域のプロフェッショナルに学ぶ機会や大学生など上級学校との

交流を図りながら、現在及び将来の自分の姿を日常の学習と結び付けて考

える活動を通して、学ぶ意義を理解させ、個々の児童・生徒の意欲を高め

ていくことが一層必要である。 
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第４ 学ぶ子どもの育成 

 

１ 学力向上への取組 

■ 児童・生徒一人一人の確かな学力の向上に向けて、全校体制で授業改善

及び中学校区における小・中学校の連携を推進するとともに、学校と家

庭との連携を強化し、家庭学習の習慣化と質的な向上を図る。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

「授業が分かる」児童･生徒の

割合（自己評価） 

小学校 校 
95％以上 

5 

95％以上 

5 

95％以上 

5 

中学校 校 
90％以上 

4 

90％以上 

4 

90％以上 

4 

学習習慣強調週間における「ノ

ーメディア（情報メディア）に

チャレンジ」の取組で目標達成

の学校数 

小学校 校 
85％以上 

 3 

85％以上 

4 

85％以上 

5 

中学校 校 
75％以上 

 4 

75％以上 

1 

80％以上 

 4 

学力検査ＮＲＴ（全国標準学

力検査）における５段階評定

の下位層（評定１･２）の割合

の減少、上位層（評定５）の

割合の増加 

小学校 ％ 

1･2段階 

15％ 

5段階 

7％ 

1･2段階 

18％ 

5段階 

5％ 

1･2段階 

10％ 

5段階 

10％ 

中学校 ％ 

1･2段階 

24％ 

5段階 

8％ 

1･2段階 

28％ 

5段階 

5％ 

1･2段階 

20％ 

5段階 

8％ 

⑵  取組と成果 

○「授業が分かる」児童・生徒の割合では、前年度と同様、市内全小中学

校が目標値を超えた。 

○「ノーメディアにチャレンジ」については、小学校は前年度から１校増

えて４校、中学校は前年度とから大幅に減って１校のみ達成した。 

○「全国標準学力検査」（以下「ＮＲＴ」という。）や「Ｗｅｂ配信シス

テム」※を活用し、児童・生徒の実態を基に学力向上に向けた取組を各

学校で展開してきた。また、中学校区での研修会を開催して小・中学校

や家庭との連携を図り、学習習慣の確立を目指した取組を進めてきた。 
※ 新潟県が基礎学力定着のためにインターネットを活用した学力向上推進システム 

○ＮＲＴでは、小学校において、実施した全学年・教科の16項目のうち、

偏差値平均が50を超えた項目が前年度と同じく16項目となっており、全

体の偏差値平均は52.2（前年度52.9）であることから、全国平均より高

い結果となっている。中学校においては、実施した全学年・教科の14項

目のうち、偏差値平均が50を超えた項目が９項目（前年度13項目）とな

っており、全体の偏差値平均が50.1（前年度51.6）であることから、全

国平均とほぼ同等の結果となっている。５段階評定の階層では、小学校

の１・２段階は18％に増加し、５段階が５％に減少した。また、中学校

の１・２段階は28％に増加し、５段階が５％に減少した。小・中学校と
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もに下位層の割合が増加し、上位層の割合が減少した。市内全体の学力

は、前年度に比べると下降しているが、全国平均より低いレベルとは言

えない。 

⑶  課題 

○「ノーメディアチャレンジ」は、メディア使用について児童・生徒に生

きる力の育成の観点から、自身の生活を見直すきっかけとなるように指

導している。中学校区で協議し、９か年を見据えた取組を行う必要があ

る。小中連携したノーメディアチャレンジや、その事前事後指導を行う

資料を小中連携して作成するなど、更に効果的な取組を行い、日常的な

習慣化に結び付ける必要がある。また、中学校の目標達成率の低下が心

配される。生徒及び保護者に対して、外部と連携した効果的な講話や体

験型の学習を必要に応じて行うとともに、長時間使用やいじめ等のＳＮ

Ｓトラブルの防止についても、国や県が発行している資料を効果的に使

った学習を行う必要がある。 

○学力向上・授業改善については、小・中学校の連携を更に深め、９か年

を見通した授業の改善点を明らかにして、「分かる喜び」、「学ぶ楽し

さ」を実感できるよう次の点に留意した授業づくり等により一層努める

必要がある。 

・「胎内市授業スタンダード※」を中核とした授業改善の取組を一層進

め、指導主事による授業参観及び指導を通して、教職員個々の授業力

向上を図る。 

・児童・生徒の学習成立の基盤となる学習規律や学習習慣確立のための

家庭学習の取組が小学校から中学校へ継続・発展できるようにしてい

く必要もある。 

・児童・生徒の実態に即した授業改善のアイディアを出し合ったり、授

業のつながりをスムーズに進めたりできるよう、中学校区を中心に授

業参観や情報交換などを実施する。 

※ 胎内市の教員が、授業をする際の標準的な授業の流れ（学習過程）と、各学習過程に

おける主な手立てや働き掛けをまとめ、個々の教員の資質能力向上に資するため示した

もの。 

  



 

- 62 - 

２ 学校運営の改善 

■ 近年の学校教育が抱える多様な課題を解決していくため、学校支援ボラ

ンティアの積極的活用や実効性のある学校評価に向けた改善など、地域

とともに歩む学校づくりを推進する。 

■ 教員が個々の子どもに向き合い、きめ細やかな教育に専念できるよう、

学校の多忙化の解消など学校運営の改善に向けた指導と支援に努める。 

⑴ 推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

学校評価における「学校支援ボランティ

アの積極的・計画的活用」に関する肯定

的評価の割合 

％ 91  92  100  

中学校区学校関係者評価導入などによる

小・中学校が連携した学校評価の改善校

区数 

中学

校区 
4  4  4  

学校校務用支援システムにおける利用可

能な機能の活用度 
％ 100  100  100  

⑵  取組と成果 

○コロナ禍であり、活動を制限される場面もあったが、学校支援ボランテ

ィアによる学習支援や登下校の安全、環境整備が進められた。 

○コミュニティ・スクールの活動については、ＰＴＡや後援会、青年会議

所、企業、関係事業所等、地域学校協働本部との連携及び地域住民の参

画が図られ、地域学校協働活動が充実した。 

○学校運営協議会における協議や委員からの助言は、教育活動を多面的な

視点で見直す良い機会となるため学校運営の改善に結び付いている。 

○教職員の事務負担を軽減し、児童・生徒と教職員の向き合う時間の創出

に向けて、通知表や指導要録等の電子化、教職員の情報共有ツールとし

ての活用等を図るための校務支援システム※を導入している。その活用

が促進され、教職員にも肯定的に受け止められているとともに、働き方

改革にも効果をあげている。 

※ 児童・生徒に関する情報（成績や健康管理）や学校のスケジュールなど、様々な情報を

デジタル化し、教育委員会、各学校間又は教職員間で共有できるシステム。 

⑶  課題 

○地域の中で、学校支援ボランティアの固定化と高齢化が進んでおり、今

後、より多くの人の幅広い連携、協働を図れる体制を構築していくこと

が課題である。中学校における学校支援ボランティアによる学習支援等

の充実が求められている。 

○コロナ禍を通じて再認識された学校の役割を踏まえ、これまで制限され

てきた教育活動については、その必要性を十分に検討した上で、積極的

に実施する。その際、単にコロナ禍以前の姿に戻るのではなく、それぞ
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れの教育的意義を改めて捉えなおした上で、児童生徒の資質・能力の育

成に真に必要な活動を中心にその在り方を検討していく。 

○転入、新採用の職員への校務支援システムの機能性の周知を進め、さら

なる有効活用策を模索し、活用が図られるようにする。 

 

３ 特別支援教育の推進 

■ 教育と福祉、保健、医療などの各分野の関係者が連携して、子どもたち

の健やかな成長を促し、自立と社会参加を支援する「胎内市教育相談体

系化連携事業」を推進する。 

■ 特別支援教育コーディネーターを中心とした校内支援体制の構築など、

障がいの有無にかかわらず、多様な教育的ニーズや能力に応じて子ども

の生きる力を育む指導や支援に取り組むとともに、こども園、保育園、

小・中学校及び関係機関における情報の共有化と役割分担の明確化によ

り、連携の強化に努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

特別な教育的ニーズのある児童・生徒

に対する｢個別の指導計画｣及び「個別

の教育支援計画」の作成校数 

校 9  9  9  

⑵  取組と成果 

○特別支援学級に在籍する児童・生徒全員の「個別の指導計画」及び「個

別の教育支援計画」は、市内全小・中学校で作成済みである。市内共通

の様式を作成・提示したことと意識の高揚に努めた結果であると考える。 

○「胎内市教育相談体系化連携事業」の取組が定着しており、市全体で特

別な支援を要する児童・生徒の情報を共有化し、特別支援コーディネー

ターを中心に適切な支援の充実が図られてきている。 

⑶  課題 

「個別の指導計画」及び「個別の教育支援計画」を全教職員で確実な共

通理解を図るとともに、定期的に保護者と計画の見直しを図っていく必要

がある。  
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第５ ふるさとを学び、ふるさとをつくる教育の推進 

 

１ ふるさと教育の推進 

■ ふるさとの自然や環境、歴史、伝統、文化についての学習や地域の学習

資源等を活用した体験学習を通して、地域への理解を深め、大切にする

心を育てる。 

■ ふるさとを継承し、発展させるための形成者としての資質を養い、次世

代の地域社会における人材の育成に努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

学校授業でのふるさと学習資源の採用

学年数（小学校） 
学年 24  23  30  

文化財・社会教育施設での体験学習学

年数（小学校） 
学年 24  23  30  

⑵  取組と成果 

○市内小学校５年生のふるさと体験学習をはじめ、学校と地域、行政が協

働で、子どもが地域の自然や歴史、文化などについて学習する「ふるさ

と教育」を推進し、地域への理解を深め、大切にする心を育んできた

が、コロナ禍により校外学習が自粛傾向となり、実績が横ばいとなっ

た。 

○学校の授業において城の山古墳や縄文時代の発掘調査成果を活かした学

習を行い、併せて胎内昆虫の家、胎内自然天文館、クレーストーン博士

の館、胎内市美術館、黒川郷土文化伝習館、シンクルトン記念館などで

様々な体験学習を実践することにより児童・生徒が地域への理解をより

一層深めることができた。また、放課後子ども教室等においても地域の

歴史資源を活用した学習を行い、ふるさと教育の推進がなされた。 

⑶  課題 

○施設で対応する側の人員が限られていることからボランティアガイド等

の人材育成に努める必要がある。 

○新しく制作した城の山古墳木棺の実物大復元シートや既存の精巧な出土

品レプリカ等の具体物を活用して、学校への出前授業や校外学習の受け

入れを増やすとともに学校への周知を徹底し、積極的な利用促進を図っ

ていく必要がある。 
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２ 文化財の活用と保護 

■ 市内に所在する多数の文化財を通じてふるさとの歴史や伝統、文化につ

いての学習、それらを活用した体験学習から、地域への理解を深め自分

が住む地域を、誇りに思う心を育てるとともに、文化財の保護、継承に

努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

文化財めぐり、講演会の開催回数 回 7  8  8  

説明板、散策道等の整備箇所 箇所 66  66  70  

文化財、樹木等の総合調査回数 回 4  4  5  

ボランティアガイド育成講習会回数 回 9  9  12  

⑵  取組と成果 

新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため大波石や城の山古墳、奥

山荘城館遺跡、縄文清水等の文化財めぐりや美術館等における歴史講演会

は規模を縮小して実施し、全体として開催回数等は維持できた。奥山荘歴

史館で毎年開催される板額の宴についても新型コロナウイルス感染防止対

策のため規模を縮小して実施した。また羽黒館跡などの説明板整備なども

実施し、文化財の活用に努めた。 

⑶  課題 

担当人員が限られていることから、いかにして市民サービスに支障をき

たさないように応えていくかが課題である。したがって、今後もボランテ

ィアガイドの養成や市民団体との連携を進めていく上で、長期的な視点を

もち着実な取組をしていく必要がある。 
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第６ 安全な教育環境の整備 

 

１ 安全な教育環境の整備 

■ 事件や事故、自然災害の危険から子どもの安全性を確保するため、家庭

や地域、関係機関との連携に必要なコミュニケーションを強化し、学校

施設の耐震化を含めた防災機能強化と老朽化対策に努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

関係機関と連携した防災・防犯教育等実

施回数 
回 

2  

（平均） 

2  

（平均） 
3  

小・中学校非構造部材※の点検の実施 

（年２回） 
校  9  9  9  

※ 柱、梁、床などの構造体ではなく、天井材や外壁(外装材)など、構造体と区分された

部材(内壁(内装材)、窓・ガラス、収納棚、本棚、下足箱、照明器具、設備機器、ピア

ノなど) 

⑵  取組と成果 

○事件や事故、自然災害の危険から、子どもを守るため、「胎内市子ども

を見守りタイ」や「学校支援ボランティア」など家庭や地域、関係機関

との連携に継続して努めた。 

○非構造部材の耐震対策については、点検簿を学校ごとに作成して点検を

実施し、必要な対策を行った。 

⑶  課題 

○「胎内市子どもを見守りタイ」や「学校支援ボランティア」など子ども

たちの安全を見守る人々が固定化されつつある。今後、より多くの人々

に協力を得るための体制を整えることが課題である。 

○非構造部材については、胎内市学校施設の長寿命化計画に合わせた計画

的な改修が必要である。 
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２ 情報活用能力育成の環境整備 

■ 情報活用の実践力、情報の科学的な理解とモラル等、情報社会に参画す

る態度をバランスよく習得するための環境整備を推進する。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

電子黒板等の設置率（各クラス１台） ％ 100  100  100  

教材研究・指導の準備・評価や校務な

どにＩＣＴを進んで活用している教員

数※ 

％ 94  93  80  

※ プログラミング教育の充実のために新たに指標を設けたものである。 

⑵  取組と成果 

校務支援システムや保護者連絡システム、学習支援ソフト(Webドリル)に

関する研修会を行った。校務支援システムでは、児童の出席状況や身体計

測データを一元化した情報化を進めている。また、授業支援ソフトや学習

支援ソフトの活用などにより、ＩＣＴを活用した授業をより一層推進する

ことができた。 

⑶  課題 

教職員によりＩＣＴの活用状況に差があるので、研修会など支援策の充

実を図り、指導技術の向上に努める必要がある。 

 

３ 教育の機会均等の確保 

■ 家庭の経済状況にかかわらず、全ての子どもに就学機会を保障し、社会

を生き抜く力を身に付け安定的な就労につなげるため、奨学金制度や就

学支援による教育の機会均等の確保に取り組む。 

⑴  取組と成果 

○奨学金については、一定程度の学力を有し、心身共に健康であり、かつ、

経済的な理由により、就学が困難な人に対して奨学金を貸与した。（貸

与状況についてはP25参照） 

○就学支援については、経済的に困っている家庭に対し、学校給食費など

就学に必要な経費の一部を援助して（援助費の状況についてはP24参照）

保護者等の経済的な負担を軽減することができた。 

⑵  課題 

○奨学金の返済金未納者については、安定した職に就けない等の理由によ

り返済が困難な人もおり、未納金の徴収が課題であり、確実な返済計画

を作成することで返済を促していく。 

○就学支援については、引き続き制度の周知に努める必要がある。 
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第７ 活力あるコミュニティの形成 

 

１ 地域社会の確立 

■ 活力あるコミュニティの形成を目指し、地域の特性を活かした取組や、

こども園・保育園、小・中学校及び家庭、地域との信頼関係を構築する

取組を支援する。 

■ 郷土の歴史を知り、自分が住む地域の成り立ちを学ぶことで、地域を誇

りに思う人づくりを推進する。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

地域リーダー養成講座受講者数 人 11  11 20  

⑵  取組と成果 

県が主催する地域連携コーディネーターを養成する講座を活用し、地域

社会の確立を担う地域リーダーの育成に努めた。 

⑶  課題 

地域社会の確立に向けて、今後も県の主催する講座を活用するだけでは

なく、担当部署において、各地域の実情や課題を十分に把握した上で、そ

れぞれの地域の実情に沿った事業の企画・実施をする必要がある。 
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２ 生涯学習の振興 

■  市民が生涯にわたり、自主的、主体的に学びを続けていくことのできる

学習環境の充実と地域課題の解決に向けた学習機会を提供する。 

多様なニーズに対応するため、民間団体などと連携、協働した学習活動

の展開により、自己実現と社会参加を促し、循環型生涯学習社会を目指

した人づくり、地域づくりに努める。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

公民館利用者数（中央公民館、黒川地

区公民館、築地農村環境改善センター、

乙地区交流施設） 

人 35,160 34,747 48,000 

図書館図書貸出冊数 冊 56,134 55,365 67,500 

⑵  取組と成果 

○公民館利用者数については、前年度より利用者が減少したものの、徐々

に団体活動やイベントなどの再開が見られ回復傾向にある。 

○図書館図書貸出数については、前年度より減少しており、コロナ禍での

制限が続くなか回復は見られなかった。 

⑶ 課題 

○多様な学習に対応した事業展開が求められていることから、関係団体等

と協働し、学習ニーズに沿った事業企画に努めることで、より一層の利

用者数の増加を図る。また、集まることが基本の公民館活動において、

感染予防対策は勿論のこと、インターネットでのオンラインも活用した

公民館活動を行える環境整備が求められている。 

○読書離れに歯止めをかけるためには、幼児期から読書の楽しさを知って

もらえるよう読書活動の推進を図ることが必要である。 
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３ 学びを通じたコミュニティの再構築 

■ 社会全体の教育力を向上させ、社会が人を育み、人が社会を創る好循環

を生み出すことにより、様々な地域課題を、多様な主体の協働によって

解決できる社会を実現するため、絆やコミュニティの再構築に向けて取

り組む。 

■ シニア世代を中心とした地域の大人が、学校活動への参加や子どもたち

との交流の機会をもつことにより、生涯にわたり元気に過ごし、社会参

画をすることを促す。 

⑴  推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

学校支援ボランティアの登録者数 人 366 443 300 

放課後子ども教室に参加した地域住民

の数 

延べ 

人数 
299 388 800 

⑵  取組と成果 

○ボランティア団体や各地区への周知等により、学校・家庭・地域が連携

した「地域の教育力の向上」への認識も地域に浸透してきており、目標

値を達成することができた。参加ボランティアには、子どもたちに「も

っと何かしてあげたい」との強い思いをもってもらうことができてお

り、本事業の目的の一つである「生きがいづくりの場」の形成にも、つ

ながってきている。 

○放課後子ども教室に参加した地域住民の数については、前年度より増加

している。これは新型コロナウイルスの感染症対策を行いながら実施を

したため、コロナ禍以前の水準に戻りつつあることなどが主な理由とな

っている。地域住民の参加により、子どもたちに多様な体験や活動の場

を提供することで、コロナ禍以前の地域交流の場としての役割が再度整

いつつある。 

⑶  課題 

○学校支援地域本部では特定の人にボランティアが固定化していることや、

放課後子ども教室では慢性的なボランティア不足が課題である。今後も

継続して配置する「地域コーディネーター」により活動を一層地域に浸

透させ、数多くのボランティアの確保に取り組んでいくことが重要であ

る。 

○放課後子ども教室に参加する地域住民は、参加者の固定化、高齢化が進

んでいることから、今後もコーディネーターと協力し、新たな参加者の

獲得が必要である。 
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４ コミュニティ・スクールの充実 

■ 学校と地域とが目標を共有し、一体となって子どもたちを育む「地域と

ともに歩む学校」となることを目指して、コミュニティ・スクールの充

実を図ることで、将来の胎内市を担う人材の育成や学校を核とした地域

づくりを推進する。 

■ 地域学校協働活動により、学校と地域がパートナーとして連携・協働す

る体制を構築し、地域住民が学校の教育活動を通して絆を形成し、コミ

ュニティへの参画や学校課題及び地域課題の解決を図る。 

⑴ 推進指標 

指標名 単位 前年度 
令和４年度 

（実績） 

令和５年度 

（目標） 

学校運営協議会委員が「目指す子ども

像」の具現化が図られたと答えた割合 
％ 85  90  80  

「社会に開かれた教育課程」の実現に

向け取り組んでいる学校数 
校 9  9  9  

コミュニティ・スクールに係る市の研

修会・情報交換会の実施 
回 2  2  2  

⑵  取組と成果 

令和２年度より、全小・中学校がコミュニティ・スクールとなった。 

各校の学校運営協議会で、「目指す子ども像」の具現化のために、どの

ような地域学校協働活動ができるかについて活発に議論し、協働した取

組が行われたことなどにより、地域と学校で目標の共有が具体化され、

「地域とともに歩む学校」の実現に向けて動き出すことができた。 

新型コロナウイルス感染防止のため、依然として、教育活動への保護

者、地域住民の参加等は中止または制限を設けたものが多いが、各校対

策を十分に行った上で、工夫して実施するものも増えた。 

⑶  課題 

○地域課題と学校課題のそれぞれを地域と学校で明確にし、より一層地

域と学校の目標の共有を図る必要がある。課題解決に向けては、あらた

に活動を計画し取り組むのではなく、現在取り組んでいる地域学校協働

活動を質的に高め、学校と地域の目標の具現化に向かうようにしていく

ことが重要である。 

○これまで以上に地域との連携を図り、地域の「人、もの、こと」を学

校の教育活動に積極的に活用していく「社会に開かれた教育課程」の実

現のためには、「必要な学習内容をどのように学び、どのような資質・

能力を身につけられるようにするか」をより一層明確にして、各校の教

育課程を学校運営協議会で共有していく必要がある。 
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ま と め 

 

胎内市教育委員会では、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基

づき、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行状況について点検と評価を

行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に報告するとともに、胎内市ホ

ームページで公表しています。 

本年度も、前年度一年間の教育委員会の取組を客観的に把握し、２名の学識

経験者のご意見等をいただきながら、施策や事業の進捗状況の総括と合わせ、

課題や今後の方向性を示すため、胎内市教育振興基本計画に掲げている 23項目

にわたる施策の柱に沿って点検と評価を行いました。 

令和４年度は、学校の教育活動をはじめ市民の芸術文化活動やスポーツ活動

などの取組が、コロナ禍以前に戻りつつあった一年間でした。 

しかしながら、単にコロナ禍以前の姿に戻るのではなく、真に必要なものを

回復させるとともに、コロナ禍で得られた経験を活かした新しい取組の在り方

へと進化を図っていくことが求められています。今後も検証と改善を絶えず図

りながら、教育施策の着実な推進に努めていきたいと考えています。 

議会及び市民の皆様には、本教育委員会の事務・事業について御理解を深め

ていただくとともに、一層の御支援、御協力を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 

 

令和５年８月 

 

胎内市教育委員会 


